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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

当社（形式上の存続会社）は、グループ会社の整理統合のため、大日化成工業株式会社及び株式会社フルステリを、平成13年10

月１日を合併期日として吸収合併し、同社の資産・負債及びその他一切の権利義務を引き継ぎ、実質上の存続会社である２社の被

合併会社の事業を全面的に継承しております。 

従いまして、合併期日までは実質上の存続会社についても（参考情報①、②）として併せて記載しております。 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の最近５事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

回次 第33期 第34期 第35期 第36期 第37期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高 (千円) 777,931 1,802,298 1,873,076 2,316,881 3,014,368 

経常利益 (千円) 14,209 168,710 116,694 270,411 387,020 

当期純利益 (千円) 1,101 79,645 26,453 19,741 215,086 

持分法を適用した 
場合の投資利益 

(千円) － － － － － 

資本金 (千円) 80,000 283,600 283,600 333,600 352,350 

発行済株式総数 (株) 70,000 125,000 125,000 135,000 1,400,000 

純資産額 (千円) 307,298 793,848 820,829 940,277 1,193,057 

総資産額 (千円) 2,410,142 3,059,289 2,848,097 2,890,362 3,278,430 

１株当たり純資産額 (円) 4,389.99 6,350.79 6,566.63 6,965.02 852.18 

１株当たり配当額 
(うち１株当たり 
中間配当額) 

(円) 
－ 

( － ) 

－

( － ) 

－

( － ) 

－

( － ) 

－ 

( － ) 

１株当たり当期純利益 (円) 45.92 1,022.78 211.63 154.56  159.31 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) － － － － － 

自己資本比率 (％) 12.7 26.0 28.8 32.5 36.4 

自己資本利益率 (％) 0.6 14.5 3.3 2.2 20.2 

株価収益率 (倍) － － － － － 

配当性向 (％) － － － － － 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) － － 303,535 119,077 266,473 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) － － 9,863 △ 124,043 △ 269,743 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) － － △ 157,849 △ 270,327 97,912 

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(千円) － － 512,612 237,393 332,091 

従業員数 
(ほか、平均臨時 
雇用者数) 

(名) 
35 
（53）

35
（62）

38
（58）

49
（51）

63 
（48）



(注) １．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記載しておりま

せん。 

３．平成13年10月１日を合併期日として大日化成工業株式会社と、合併比率1：7.75、株式会社フルステリと、合併比率1：

0.75の合併を行っております。第33期の各数値には平成13年10月１日付の大日化成工業株式会社及び株式会社フルステリ

との合併に伴う増加を含んでおります。 

４．第34期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会計基準第２号）

及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会計基準適用

指針第４号）を適用しております。 

５．第33期から第34期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

６．第35期から第37期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、新株予約権の残高がありますが、当社株式は非上

場でありますので、期中平均株価が把握できませんので記載しておりません。 

７．株価収益率については、第33期から第37期における当社株式は非上場であり、期中平均株価の把握が困難なため記載して

おりません。 

８．第33期から第34期は、キャッシュ・フロー計算書を作成しておりませんので記載しておりません。 

９．第35期から第37期の財務諸表については、証券取引法第193条の２の規定に基づき、中央青山監査法人の監査を受けてお

りますが、第33期から第34期の財務諸表については、監査を受けておりません。 

10．当社は、平成17年10月１日付で株式１株につき10株の分割を行っております。 

  



（参考情報①） 

実質上の存続会社である消滅会社大日化成工業株式会社の主な経営指標等の推移 

(注) １．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．消滅会社大日化成工業株式会社は、平成13年10月１日付で当社に吸収合併されました。 

３．１株当たり純資産額については、各期末時点の発行済株式総数に基づき計算しております。 

４．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

５．消滅会社大日化成工業株式会社の財務諸表は、証券取引法第193条の２の規定に基づいた監査を受けておりません。 

  

回次 第20期

決算年月 平成13年９月

売上高 (千円) 887,149

経常利益 (千円) 32,008

当期純利益 (千円) 46,266

持分法を適用した 
場合の投資利益 

(千円) －

資本金 (千円) 10,000

発行済株式総数 (株) 2,000

純資産額 (千円) 146,426

総資産額 (千円) 2,209,336

１株当たり純資産額 (円) 73,213.07

１株当たり配当額 
(うち１株当たり 
中間配当額) 

(円) 
－

( － ) 

１株当たり当期純利益 (円) 23,133.46

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) －

自己資本比率 (％) 6.6

自己資本利益率 (％) 0.3

株価収益率 (倍) －

配当性向 (％) －

従業員数 
（ほか、平均臨時雇用
者数） 

(名) 
40
（－）



（参考情報②） 

もう一方の実質上の存続会社である消滅会社株式会社フルステリの主な経営指標等の推移 

(注) １．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．消滅会社株式会社フルステリは、平成13年10月１日付で当社に吸収合併されましたので、第20期については平成13年４月

１日から平成13年９月30日までの合併前６ヶ月間の主要な経営指標を記載しております。 

３．１株当たり純資産額については、各期末時点の発行済株式総数に基づき計算しております。 

４．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

５．消滅会社株式会社フルステリの財務諸表は、証券取引法第193条の２の規定に基づいた監査を受けておりません。 

  

  

  

回次 第20期

決算年月 平成13年９月

売上高 (千円) 397,348

経常利益 (千円) 17,526

当期純利益 (千円) 11,009

持分法を適用した 
場合の投資利益 

(千円) －

資本金 (千円) 10,000

発行済株式総数 (株) 20,000

純資産額 (千円) 46,724

総資産額 (千円) 660,479

１株当たり純資産額 (円) 2,336.23

１株当たり配当額 
(うち１株当たり 
中間配当額) 

(円) 
－

( － ) 

１株当たり当期純利益 (円) 550.47

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) －

自己資本比率 (％) 7.1

自己資本利益率 (％) 0.2

株価収益率 (倍) －

配当性向 (％) －

従業員数 
（ほか、平均臨時雇用
者数） 

(名) 
19
（23）



２ 【沿革】 

当社の沿革は、前会長小髙勇が昭和34年10月10日、大阪府生野区南生野町において、大日化成工業所を創業しプラスチック成形

事業を開始したことから始まりますが、その源泉は、戦前の衣料用ボタン製造や潜水艦・鉄道車両向けの熱硬化性樹脂製碍子部品

事業に遡ります。昭和38年に東大阪市荒本に移転し、ガス会社向けコックや化粧品容器の生産を開始いたしました。更にミシン用

の模様カム成形を開始し、精度向上のため金型を内製化いたしました。 

その後プラスチックフィルム製スピーカー振動板事業などの拡大により、昭和44年４月23日、大日化成工業株式会社を設立いた

しました。 

  

大日化成工業株式会社設立以降の会社及び主たる事業内容の変遷は、次のとおりであります。 
  

  

（参考）消滅会社大日化成工業株式会社の合併以前の主な沿革は次のとおりであります。 
  

  

（参考）消滅会社株式会社フルステリの合併以前の主な沿革は次のとおりであります。 
  

  

（参考）株式会社ブレーバーソニックコーポレーションの主な沿革は次のとおりであります。 
  

年月 事項

昭和44年４月 合成樹脂製品の製造販売を目的として大日化成工業株式会社を設立

昭和50年４月 家庭用ビデオのギア・カム部品製造を開始

昭和57年４月 商号を大日実業株式会社に変更 

昭和57年５月 
  

販売部門を分離し大日化成工業株式会社を設立
仕入部門を分離し大日管理株式会社を設立 

昭和57年６月 
  

製造部門を分離し大日エンジニアリング株式会社と株式会社ブレーバーソニックコーポレーショ
ンを設立 

平成13年10月 
  

大日化成工業株式会社及び株式会社フルステリを吸収合併
商号を株式会社フルステリに変更、半導体保護資材及び衛生検査器材の製造販売を開始 

平成15年５月 商号を株式会社アテクトに変更 

平成16年３月 ＩＳＯ９００１を取得 

平成17年２月 大腸菌及び大腸菌群の検出用機器「コリターグ」の製造、販売権を譲り受ける

平成18年６月 ＩＳＯ１４００１を取得 

平成18年６月 株式会社ジャスダック証券取引所に株式を上場

年月 事項

昭和57年５月 
  
大日実業株式会社より仕入部門を譲り受け、大日管理株式会社を設立
販売部門を譲り受け、大日化成工業株式会社を設立 

平成２年４月 大日化成工業株式会社がスペーサーテープの製造を開始

平成６年３月 大日化成工業株式会社がシャーレの生産を開始

平成７年11月 リールの実用新案権を取得 

平成12年９月 大日管理株式会社が大日化成工業株式会社を吸収合併し、大日化成工業株式会社に商号変更 

平成13年10月 大日実業株式会社及び株式会社フルステリと合併

年月 事項

平成７年１月 
  
商号を大日エンジニアリング株式会社から株式会社フルステリに変更、目的を医療機器、医療検
査機器、食料品の品質及び衛生状態の検査機器の製造及び販売とする 

平成８年５月 ガス滅菌機を導入しシャーレの滅菌工程を内製化

平成11年12月 寒天培地をシャーレとのキットで販売開始

平成13年10月 大日実業株式会社及び大日化成工業株式会社と合併

年月 事項

昭和57年６月 大日実業株式会社の製造部門を分離し、株式会社ブレーバーソニックコーポレーションを設立 

平成13年10月 
商号を大日化成工業株式会社に変更し、株式会社フルステリより半導体保護資材製品群を仕入
れ、販売を開始 

平成15年９月 株式会社アテクトが半導体保護資材製品群の販売を開始したことにより活動を停止し解散 



当社設立後の合併の変遷状況 

  

 

  



３ 【事業の内容】 

当社は、樹脂特性及び生体物質の制御をコア技術として、主に以下の２つの事業を運営しております。 

  

(1) 半導体保護資材事業：液晶ディスプレイ及びプラズマディスプレイ駆動用ＬＳＩ(注１)、ＩＣカード用ＬＳＩ (注２)といった情

報電子機器部品の実装に用いられるＴＡＢ(注３)テープやＣＯＦ(注４)テープといったテープ部材の保護資材である、スペーサ

ーテープ(注５)の製造及び販売を行っております。製品は、原則として直接電子部品メーカーに販売しておりますが、主にア

ジアに所在する海外の企業に対しては商社を通じて販売しております。 

  

(注１) 液晶ディスプレイ及びプラズマディスプレイ駆動用ＬＳＩ...液晶ディスプレイには、データを表示するために、表示

すべきデータを電圧の量に変えてＬＣＤを駆動するＬＳＩが用いられます。プラズマディスプレイには、色と明るさを

表現するために、画面全体に配置された微小な蛍光体部(画素)一つひとつの発光をコントロールするＬＳＩが用いられ

ます。 
(注２) ＩＣカード用ＬＳＩ...データ保存用メモリーやＣＰＵ、非接触通信回路、暗号回路などを組み込んだ専用ＬＳＩ。 
(注３) ＴＡＢ(Tape Automated Bonding)...テープフィルムをＬＳＩの実装基板として使用する方法。大型ＬＣＤ及びＰＤＰ

や、携帯電話、ＰＤＡ、カーナビゲーション等の中小型タイプのＬＣＤパネルに主に使用されます。その他メモリーや

ＤＳＰ(Digital Signal Processor)等のＢＧＡ(Ball Grid Array)用のインターポーザー(再配線基板)にも使用されま

す。 
(注４) ＣＯＦ(Chip on FPC)...半導体ＬＳＩをフレキシブルプリント配線板にフリップチップ実装する技術。大型ＬＣＤのパ

ネル実装用としてＴＡＢを置き換える技術として開発が行われました。 
(注５) スペーサーテープ...ＴＡＢやＣＯＦの製造・搬送工程でのリールに巻かれた製品同士が擦れ合うことを防止するエン

ボススペーサーテープ、モールドスペーサーテープ、フラットテープやＴＡＢやＣＯＦの製造でリーダー(引き出し部)

として使用されるリーダーテープなどがあります。 

  

(2) 衛生検査器材事業：使い捨てシャーレ・試験管及び生培地、大腸菌検出用機器などのバイオ・食品・医薬品などの分野におけ

る衛生管理用品を製造による販売と仕入による販売を行っております。製品及び商品は、原則として、食品メーカー、臨床検

査会社、製薬会社、環境試験会社などの顧客に直接販売しておりますが、一部製品については、販路の一つとして代理店を通

じた販売を行っております。 

  

事業の系統図は、次のとおりであります。 
  



４ 【関係会社の状況】 

該当事項はありません。 

  

５ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成18年３月31日現在 

(注) １. 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数(パートタイマー)は、年間の平均人員を( )外数で記載しております。 

２. 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(2) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は安定しております。 

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円) 

63 
（48） 

33.1 3.8 5,071 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当事業年度におけるわが国経済は、輸出の持ち直しやＩＴ関連分野の在庫調整終了などにより、平成16年後半から続いて
いた踊り場局面を夏頃に脱却し、その後は着実な回復を続けました。好調な企業収益を背景として設備投資は増加し、雇
用・所得環境の改善に伴い、個人消費、住宅投資も堅調に推移し、景気回復に伴う需給の改善を背景として、消費者物価上
昇率（生鮮食品を除く。）は年度後半にプラスに転じました。 
このような中、当社は、お客様のニーズに沿った新商品を速やかに投入する一方、より一層のきめ細かな顧客への対応を
図りました。 
この結果、当事業年度の業績は、売上高3,014百万円（前年同期比30.1％増）、営業利益410百万円（同62.5％増）、経常
利益387百万円（同43.1％増）、当期純利益は、215百万円（同989.5％増）となりました。 
  
事業部門別業績は次のとおりであります。 
  
半導体保護資材事業部門におきましては、当事業年度後半にはデジタル家電の好調な販売に支えられて順調に業績を伸ばし
ました。また、個々の顧客のニーズにきめ細かく対応し、競合他社と差別化した付加価値のある製品の拡販に注力し、市場占
有率を一層拡大いたしました。この結果、半導体保護資材事業部門の売上高は1,878百万円（前年同期比48.2％増）となりまし
た。 
  
衛生検査器材事業におきましては、前事業年度に投入した新商品の拡販に努め、特に当社独自の新規格のシャーレにて新規
顧客の獲得に注力いたしました。培地製品では、生培地にて新たに医薬品産業への参入を試み、一定の成果を得ることができ
ました。この結果、衛生検査器材事業の売上高は1,135百万円(前年同期比8.3％増)となりました。 
  

  

 (2) キャッシュ・フローの状況 

当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税引前当期純利益389百万円に加えて仕入債務の増減額

が91百万円増加したことなどにより、332百万円と前年同期と比べ94百万円の増加となりました。 

また当事業年度における各キャッシュ・フローは、次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果獲得した資金は、前年同期比123.8％増の266百万円となりました。これは主に、税引前当期純利益と仕入債務

の増加により426百万円の増加に対し、前事業年度に計上いたしました営業権償却と法人税等の支払額の増加により303百万円減

少したことが主な原因であります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は、前年同期比117.5％増の269百万円となりました。これは主に、エンボススペーサーテープ増

産用の設備投資により、有形固定資産の取得による支出が108百万円増加したことが主な原因であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果獲得した資金は、97百万円（前事業年度270百万円の使用）となりました。これは、短期借入による収入500百

万円に対し、長期借入金の返済による支出249百万円及び社債の償還による支出90百万円などによるものであります。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当事業年度における生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

(注) １．金額は、製造原価によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 仕入実績 

当事業年度における仕入実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

(注) １．金額は、仕入価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 受注実績 

当事業年度における受注実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

(注) １．金額は、販売価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．衛生検査器材事業は受注生産を行っておりませんので、該当事項はございません。 

  

事業部門の名称 生産高(千円) 前年同期比(％) 

半導体保護資材事業 1,228,533 38.4 

衛生検査器材事業 525,374 21.3 

合計 1,753,907 32.8 

事業部門の名称 仕入高(千円) 前年同期比(％) 

半導体保護資材事業 3,721 － 

衛生検査器材事業 214,194 △ 1.4 

合計 217,916 0.4 

事業部門の名称 
受注高 
(千円) 

前年同期比
(％) 

受注残高
(千円) 

前年同期比 
(％) 

半導体保護資材事業 1,944,837 58.6 145,033 83.5

衛生検査器材事業 － － － －

合計 1,944,837 58.6 145,033 83.5



(4) 販売実績 

当事業年度における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

(注) １．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

  
３．前事業年度における㈱エム・シー・エスに対する販売実績はありますが、総販売実績に対する割合が10％未満であるた

め、記載を省略しております。 

  

３ 【対処すべき課題】 

今後のわが国経済は、雇用・所得環境の改善による個人消費の回復、堅調な企業収益を背景とした設備投資の増加が続くこと

が予想され、国内需要を中心とした回復基調が維持される見込みです。ただし、定率減税の縮小や公的年金保険料の引き上げな

どにより家計の負担が増えることや、消費者物価が上昇に転じたことで実質の可処分所得の伸びが低下することから、実質の個

人消費の伸びは平成17年度を下回る見込みです。また、企業収益は堅調が続くものの原材料費、人件費の増加から伸び率は鈍化

が見込まれるため、設備投資の伸びも若干低下することが予想されます。 

このような中、当社では、特に下記の点を重要課題として取り組んでまいります。 

  

(1) 既存事業の販売力の強化 

半導体保護資材事業につきましては、中期的に液晶製品需要の拡大が見込まれますが、シェアの拡大も図るため、製造ノウハ

ウの蓄積に努め、多様な製品開発を実現することにより現存の顧客との関係をより強化してまいります。 

  

(2) 新規事業の開発 

今後、当社がより拡大するためには、既存事業の強化とともに、柱となるべき事業の開発が重要な課題となります。そのた

め、平成16年10月に細胞培養に関する開発担当者を採用し、今後有機高分子などに関する開発担当者を新規採用、ナノテクノロ

ジー、ナノバイオテクノロジーなどへの参入を目的とした開発を実施してまいります。 

  

(3) 従業員の意欲、能力の向上と優秀な人材の確保 

上記の課題を達成するためには、在籍従業員の定着及び優秀な人材の採用が前提となります。現有人材につきましては、新た

な人事制度を確立し、ハイパフォーマンス社員の育成と組織力の強化を図ってまいります。また、人材の確保につきましては、

必要な職務・経験について専門性の高いスキルを保有し、会社の方針に従いつつ、自主的に職務を遂行できる人材の確保に努め

てまいります。 

事業部門の名称 販売高(千円) 前年同期比(％) 

半導体保護資材事業 1,878,849 48.2 

衛生検査器材事業 1,135,519 8.3 

合計 3,014,368 30.1 

相手先 

前事業年度 当事業年度 

販売高 
(千円) 

割合
(％) 

販売高
(千円) 

割合 
(％) 

長瀬産業㈱ 341,858 14.8 430,519 14.3

㈱エム・シー・ 
エス 

－ － 403,717 13.4



４ 【事業等のリスク】 

以下において、当社の事業展開その他に関するリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を記載しております。ま

た、当社でコントロールできない外部要因や必ずしも事業上のリスクに該当しない事項についても、投資家の投資判断上重要と

考えられる事項については、投資家に対する積極的な情報開示の観点から以下に開示しております。当社は、これらのリスク発

生の可能性を認識した上で、その発生の予防及び発生時の対応に努力する方針であります。当社株式に関する投資判断、当社の

経営状況及び将来の事業についての判断は、以下の事項及び本書中本項以外の記載事項を慎重に検討した上で行われる必要があ

ると考えております。また、以下の記載は当社株式への投資に関連するリスク全てを網羅するものではありません。なお、将来

に関する事項につきましては、当事業年度末日現在で判断したものであります。 

  

(1) 半導体保護資材事業に関するリスク 

① 経済環境、景気動向について 

当社は、当社製品を日本国内の企業及び一部については商社を通じて主にアジアに所在する海外の企業に対しても販売してお

ります。そのため、当社製品の需要は、日本経済及び世界経済の景気動向、特にパソコン、液晶テレビ及びプラズマテレビなど

の生産水準・消費の動向の影響を強く受けるため、これらが当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

② 特定の販売先に対する売上高への依存について 

当該事業においては顧客数が少なく、特に上位３社である長瀬産業株式会社、株式会社エム・シー・エス及び新藤電子工業株

式会社に対する売上高が第36期、第37期における当事業の販売額の62％超、56％超を占めております。 

当社としましては、これら上位３社に依存しないために他の顧客に対する営業活動にも注力するなどの対策を講じております

が、これらの施策が機能しない場合、または上記３社からの受注状況が悪化した場合には当社の財政状態及び経営成績に影響を

及ぼす可能性があります。 

  

③ 技術革新スピードへの対応の必要性について 

当該事業の製品は液晶ディスプレイ及びプラズマディスプレイ駆動用ＬＳＩ、ＩＣカード用ＬＳＩといった情報電子機器部品

の製造・搬送工程における部品保護資材であることから、半導体・情報通信関連業界の動向に大きく依存しております。 

この業界は、世代交代が早い先端技術分野であるため、それに適合する製品をタイムリーに開発し提供する必要があります。 

従いまして、需要予測を誤ったり製品開発が遅れたりした場合、新技術に追いつけないまたは技術動向の変化を予測できない

ことなどから顧客の要求に対応できなかった場合には当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

④ 販売先の動向について 

当該事業は、販売先の事業戦略転換や販売動向による影響を受ける場合があります。販売先における事業戦略の見直しによ

り、競合他社に対する生産委託、販売先自らの社内生産、販売先における生産拠点の海外移転などが行われた場合には当社の受

注数量が減少する可能性があります。また、販売先において業績不振などによる生産縮小が行われた場合にも当社の受注数量が

減少する可能性があります。これらの場合には、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

⑤ 代替の可能性について 

    当該事業において当社が製造しているスペーサーテープは、主に、ＴＡＢテープ及びＣＯＦテープの製造及び搬送工程に使

用されておりますが、技術革新などによりこれらのテープによらない半導体部品の製造方法が確立された場合には、当社の財

政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

  



  ⑥ 貸倒れについて 

    当該事業の大手取引先の信用不安により予期せぬ貸倒れが発生し、追加的な損失や引当金の計上が必要となる場合は当社の

財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(2) 衛生検査器材事業に関するリスク 

① 販売先について 

当該事業にて取り扱っている製商品は廉価な価格であることから、１取引先当たりの売上高は半導体保護資材事業と比較する

と小さくなっております。 

当該事業において、販売先によっては定期的な社内検査手法の見直しにより当該事業製品の需要が減少する場合があり、絶え

ず新規取引先を開拓する必要があるため、当社では業界紙及びインターネットなどにより見込み顧客をリストアップし電話によ

る営業を行っております。 

しかしながら、上記のとおり１取引先当たりの売上高は半導体保護資材事業と比較すると小さいことから、想定どおりに新規

取引先を開拓できず既存顧客への販売を拡大できない場合には、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性がありま

す。 

  

② 法的規制 

当社は食品衛生法関連法規に則り、厳格な品質管理のもとに製品の製造をおこなっております。しかし全ての製品に品質問題

が発生しないという保証はありません。もし重大な品質問題が発生した場合には売上高の減少、コストの増加などにより財政状

態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(3) 原料価格の変動について 

半導体保護資材事業及び衛生検査器材事業とともに製品の原材料は、各種プラスチックなどの石油化学製品が多いため、原

油・ナフサの価格変動や石油化学製品の市況変動が当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(4) 特定の生産拠点及び物流拠点への依存について 

現在、当社の生産拠点及び物流拠点は、本社がある東大阪市に集中しております。当社としましては、営業継続費用保険への

加入により不測の事態に備えておりますが、当社の想定を超える天災その他の事変により、工場の生産能力が減少若しくは生産

が不能となった場合、または物流拠点に損害を被った場合には当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

 (5) 保有不動産について 

当社は、過去、保有不動産のうち遊休不動産の売却を実施してきており、第33期は752,200千円、第34期は241,560千円、第35

期は138,660千円の土地売却損を計上しております。 

また、当社は第36期より「固定資産の減損に係る会計基準」を早期適用しており、当該期では三重県亀山市の土地で9,463千

円、和歌山県西牟婁郡白浜町の土地で3,075千円の合計12,539千円の減損損失を計上しており、当該期末における簿価は、前者は

3,999千円、後者は4,224千円となっております。当社は、これらの土地以外にも、現在、本社及び本社工場並びに本社近隣に工

場を保有しております。 

そのため、今後の状況によってはさらに減損損失を計上する可能性があります。 

  



(6)  過年度の業績推移について 

  

「(5)保有不動産について」にて記載のとおり、当社は、過去、保有不動産のうち遊休不動産の売却を実施してきており、第33

期は752,200千円、第34期は241,560千円、第35期は138,660千円の土地売却損を計上しております。 

一方、当社は特別利益を第33期は870,862千円、第34期は248,652千円、第35期は150,774千円を計上しております。 

これは、各事業年度において、当社が計上いたしました遊休不動産の売却損失に対して、当社大株主であり前会長である小髙

勇氏が当社に対する貸付金を放棄し、当社では「金銭受贈益」として計上したことなどによるためであります。また、第33期で

は、当社が同氏から工場として賃借し利用しておりました不動産を譲り受けたことにより「土地受贈益」を計上しております。

なお、現在、同氏は当社経営から退いております。 

これらの結果などにより、当期純利益は、第33期は1,101千円、第34期は79,645千円、第35期は26,453千円を計上しておりま

す。 

また、第36期では平成17年２月１日付で、エンテストジャパン株式会社より、大腸菌及び大腸菌群の検出用機器「コリター

グ」の製造、販売権を譲り受けたことにより、特別損失に「営業権償却」を203,000千円計上しております。 

以上のとおり、当社は過年度において多額の特別損益を計上してきており、過年度の業績は、将来の業績の傾向を直接間接に

示唆するものではないことに留意する必要があります。 

  

(7) 経営組織の拡大への対応について 

当事業年度末日における当社の役職員数は、役員８名及び正社員63名と必要最小限の人員であり、内部管理体制もこの規模に応

じたものとなっております。当社の経営組織については事業規模に応じて内部管理体制を拡充していく方針でありますが、適切か

つ十分な組織対応ができない場合には、組織の一時的な機能低下を招く可能性があります。 

  

(8) 事業の多角化について 

「３ 対処すべき課題」において記載いたしましたとおり、当社は既存事業の拡大とともに今後事業の多角化を進めることを企

図している段階であります。 

なお、当社は事業の多角化を図る上において、外部との共同研究を企図する場合も起こりえますが、その際、適当な提携先を

選定できない、期待する研究成果が得られないことが想定され、また戦力となるべき人材を確保あるいは育成できない場合もあ

ります。 

このような事態が発生した場合には、事業の多角化が計画どおりに進まない可能性があります。 

  

回次 第33期 第34期 第35期 第36期 第37期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高 (千円) 777,931 1,802,298 1,873,076 2,316,881 3,014,368 

営業利益 (千円) 40,316 244,190 158,176 252,682 410,498 

経常利益 (千円) 14,209 168,710 116,694 270,411 387,020 

特別利益 (千円) 870,862 248,652 150,774 － 2,521 

特別損失 (千円) 869,366 259,402 215,908 215,611 220 

当期純利益 (千円) 1,101 79,645 26,453 19,741 215,086 

純資産額 (千円) 307,298 793,848 820,829 940,277 1,193,057 

総資産額 (千円) 2,410,142 3,059,289 2,848,097 2,890,362 3,278,430 



(9) 配当を実施していないことについて 

当社の配当政策は「第４ 提出会社の状況 ３ 配当政策」に記載した通りでありますが、現時点では研究開発投資や設備投資に

よる事業基盤の充実を優先的な課題と考えており、利益につきましては、原則として内部に留保し配当を行わない方針をとって

おります。 

  

(10) ストック・オプションについて 

当社は、当社の取締役及び従業員に対し、当社業績の向上に対する意欲や士気を高めることを目的として、旧商法第280条ノ20

及び旧商法第280条ノ21に基づき新株予約権（ストック・オプション）を付与しております。当事業年度末日現在、新株予約権に

よる潜在株式は133,500株であり、発行済株式総数1,400,000株の9.54％に相当しております。当該新株予約権の内容について

は、「第４ 提出会社の状況 １ 株式等の状況 (2)新株予約権等の状況」をご覧ください。 

当社は今後も役職員の士気を高め、また優秀な人材を獲得するためのインセンティブプランとして、新株予約権を付与する可

能性がありますが、将来的にこれらの新株予約権が行使されれば、当社の１株当たりの株式価値は希薄化し上場後の株価形成に

影響を及ぼす可能性があります。 

また、平成17年12月27日付で企業会計基準委員会よりストック・オプションに係る会計基準が公表されており、当該基準は平

成18年４月１日以後開始する事業年度で新たに付与されるストック・オプションから適用されることとなっております。 

平成18年５月１日以降、当社の取締役及び従業員に対し、ストック・オプションを付与した場合には、これに応じて当社が取

得するサービスはその取得に応じて費用計上するため、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

  

５ 【経営上の重要な契約等】 

特記すべき事項はありません。 



６ 【研究開発活動】 

当事業年度の研究開発活動は、シャーレ・生培地に代表される衛生検査器材事業及びスペーサーテープに代表される半導体保護資

材事業をベースとし、既存事業の拡充に止まることなく新規技術の創造を目標として研究してまいりました。具体的には、既存事業

から派生する技術に近年の進展が著しいナノテクノロジーやナノバイオテクノロジーといった新規素材や新規技術を取り込みなが

ら、生体高分子や導電性高分子などの機能性高分子を応用した開発を目指しております。 

当事業年度における研究開発費は、33,195千円であり、主要課題についての研究目的及び研究成果は次のとおりであります。 

① 半導体保護資材事業 

当事業年度は、従来の技術にとらわれることなく、現行のスペーサーテープの長所を活かし短所を改善するべく、新しいスペーサ

ーテープの開発を実施してまいりました。中長期的には、スペーサーテープにも利用可能な樹脂フィルムへの導電性付与に関連した

研究開発として、近年著しく発展しているナノテクノロジーの応用として金属酸化物ナノ粒子の表面処理について検討するととも

に、導電性ポリマーの特性評価などの検討についても実施してまいりました。 

また、新素材についての視野を広めることを目的として、他社との共同開発を立ち上げ、有機Cat-CVDによる成膜において従来より

もさらなる低温化に関する基礎的な検討などを実施してまいりました。 

今後は、競合他社との差別化を目標に、新素材及び改良について積極的に取り組み、基礎及び応用の両面から追求する予定にして

おります。 

 これらに係る研究開発費は、7,534千円であります。 

  

② 衛生検査器材事業 

当事業年度は、バイオ営業チームから得られる顧客ニーズに合わせた開発や検証を逐次実施するとともに、黄色ブドウ球菌の検出

用培地に注力し、検出感度の向上を可能にしました。さらに、同製品の通常検査で本来ターゲットとなるべき損傷菌の回収率を向上

できるように改良し、バイオ営業チームとの連携のもと、高感度検出用培地としてサンプル展開しているところです。また、昨年度

製品化できました乳中の抗生物質を検出する生培地である「ミルテクト953」をより明確に判定できるように改良し、他の薬剤の検出

に対する有効性についても検討いたしました。さらに、他社も含めて「生培地」製品の課題である寒天表面上の湿潤メカニズムを解

析してまいりました。これについては、応用面について継続して実施してまいります。 

再生医療の進歩に併せた細胞培養用器材開発といたしましては、シャーレ表面の改質による物性変化や細胞培養特性などの検討、

さらには、表面コーティングの細胞挙動への影響についても検討を実施してまいりました。 

さらに、中長期的展望の下、DNAなどの生体高分子を利用した食中毒菌迅速検出法や細胞培養を利用した評価システムの構築を目指

して、産学連携に基づく共同開発の基盤となる技術について検討し、大学との関係を構築してまいりました。 

 これらに係る研究開発費は、25,660千円であります。 



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

(1) 財政状態の分析 

当事業年度における財政状態は以下のとおりとなりました。 

① 流動資産の部 

当事業年度末の流動資産は、前事業年度末に比べ294百万円増加し、1,368百万円となりました。これは主に、「現金及び預

金」の増加（前事業年度末に比べ94百万円の増加）や「受取手形」の増加（前事業年度末に比べ65百万円の増加）、また「売

掛金」の増加（前事業年度末に比べ121百万円の増加）などによるものであります。「現金及び預金」の増加につきましては、

営業キャッシュ・フローの増加（前事業年度に比べ147百万円の増加）が主な原因であります。「受取手形」、「売掛金」の増

加は、売上が増加したことによるものが主な原因となっております。 

② 固定資産の部 

当事業年度末の固定資産は、前事業年度末に比べ93百万円増加し、1,909百万円となりました。これは主に、「建設仮勘定」

の増加（前事業年度末に比べ100百万円の増加）や「差入保証金」の増加（前事業年度末に比べ42百万円の増加）などによるも

のであります。「建設仮勘定」及び「差入保証金」の増加につきましては、平成18年４月から新工場稼動（エンボススペーサ

ーテープ増産用）による新規設備投資による増加や工場賃借に伴って差し入れた保証金による増加が主な原因であります。 

③ 流動負債の部 

当事業年度末の流動負債は、前事業年度末に比べ422百万円増加し、1,706百万円となりました。これは主に、「短期借入

金」の増加（前事業年度末に比べ400百万円の増加）などによるものであります。「短期借入金」の増加につきましては、長期

借入れの一括返済や設備資金として調達したことによる増加が主な原因であります。 

④ 固定負債の部 

当事業年度末の固定負債は、前事業年度末に比べ287百万円減少し、378百万円となりました。これは主に、「社債」の減少

（前事業年度末に比べ80百万円の減少）及び「長期借入金」の減少（前事業年度末に比べ205百万円の減少）によるものであり

ます。「社債」の減少につきましては、定時償還により、「長期借入金」の減少につきましては、約定返済に加え、一括返済

を行ったことが主な原因であります。 

⑤ 資本の部 

当事業年度末の資本は、前事業年度末に比べ252百万円増加し、1,193百万円となりました。これは主に、「資本金」の増加

（前事業年度末に比べ18百万円の増加）や「資本準備金」の増加（前事業年度末に比べ18百万円の増加）、また「当期未処分

利益」の増加（前事業年度末に比べ215百万円の増加）によるものであります。「資本金」及び「資本準備金」の増加につきま

しては、新株予約権の行使による増資が原因であり、「当期未処分利益」の増加は、「当期純利益」の計上が原因でありま

す。 

  

(2) 経営成績の分析 

当事業年度における経営成績は以下のとおりとなりました。 

① 売上高 

当事業年度の売上高は前年同期比30.1％増の3,014百万円となりました。これは、半導体保護資材事業において、競合他社と

差別化した付加価値のある製品の拡販に注力し、市場占有率を一層拡大したこと、及び衛生検査器材事業において新商品の拡

販に努めたことによります。 

② 売上原価 

売上原価は、売上高の増加に伴い、前年同期比29.3％増の1,957百万円となりました。また売上原価の比率は、前年同期比に

比べ0.4ポイント減少し、65.0％となりました。これは、売上高の増加による固定費率の低下などが主な原因であります。 

③ 販売費及び一般管理費 

販売費及び一般管理費は、前年同期比17.6％増の646百万円となりました。業容の拡大による人件費の増加や、売上高の増加

に比例して荷造運賃発送費が増加したことなどが主な原因であります。 



④ 営業利益 

営業利益は、売上高の増加により、前年同期比62.5％増の410百万円と増益となりました。 

⑤ 営業外損益 

営業外損益は、当事業年度23百万円の損失（前事業年度17百万円の利益）となりました。これは、主に、営業外費用の支払

利息、株式公開費用の計上によるものであります。 

⑥ 経常利益 

経常利益は、前年同期比43.1％増の387百万円と増益となりました。 

⑦ 特別損益 

特別損益は、当事業年度2百万円の利益（前事業年度215百万円の損失）となりました。 

⑧ 法人税等 

法人税等は、前年同期比51.3％増の156百万円となりました。 

⑨ 法人税等調整額 

法人税等調整額は、前事業年度の△68百万円から、当事業年度は17百万円となりました。これは、繰延税金資産の減少によ

るものであります。 

⑩ 当期純利益 

当期純利益は、前年同期比989.5％増の215百万円と大幅な増益となりました。これは、経常利益が前年同期比43.1％増に加

え、前事業年度においては、特別損失に営業権償却の計上があったことが大幅な増益の原因であります。 

  

(3) キャッシュ・フローの状況 

当事業年度における現金及び現金同等物の期末残高は332百万円となり、前事業年度末と比較して94百万円増加いたしまし

た。内訳は、営業活動によるキャッシュ・フローが266百万円の収入、投資活動によるキャッシュ・フローが269百万円の支

出、財務活動によるキャッシュ・フローが97百万円の収入であります。 

なお、キャッシュ・フローの分析については、「第２ 事業の状況  １ 業績等の概要 (2)キャッシュ・フローの状況」に記

載のとおりであります。 

  

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当事業年度の設備投資については、エンボススペーサーテープの生産設備の増強、既存設備の拡充を目的とした設備投資を実施

いたしました。当事業年度の設備投資の総額は250百万円であり、事業部門別の設備投資について示すと、次のとおりであります。

(1) 半導体保護資材事業 

当事業年度の主な設備投資は、エンボススペーサーテープの生産設備の増強、新規金型製作を中心とする総額189百万円の投資

を実施いたしました。 

(2) 衛生検査器材事業 

当事業年度の主な設備投資は、液体培地自動分注印字機などの製造設備を中心とする総額40百万円の投資を実施いたしまし

た。 

(3) 本社 

当事業年度の主な設備投資は、研究開発用設備の拡充、本社ビルの内装設備を中心とする総額21百万円の投資を実施いたしま

した。 

  

２ 【主要な設備の状況】 

（平成18年３月31日現在） 

(注) １．帳簿価額には、建設仮勘定の金額を含んでおりません。なお、金額には消費税等を含めておりません。 

２．従業員数の（ ）は、臨時雇用者数を外書しております。 

３．リース契約による主な賃借設備は、次のとおりであります。 

  

事業所名 
(所在地) 事業部門の名称 設備の内容 

帳簿価額(単位：千円)
従業員数
(人) 建物及び

構築物 
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

工具器具
及び備品

ソフト
ウエア 合計 

本社及び本社工場 
(大阪府東大阪市) 

半導体保護資材事業 
衛生検査器材事業 

本社設備 
製造設備 572,444 8,638

919,076
(7,017)

53,581 17,681 1,571,422 63
（48）

事業所名 
(所在地) 

事業部門の名称 設備の内容
年間リース料

(千円) 
リース契約残高

(千円) 

本社 
(大阪府東大阪市) 

半導体保護資材事業 
衛生検査器材事業 

製造設備

事務機器 
66,550 296,743 



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

(注) 上記の金額に消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

経常的な設備の更新のための除却等を除き、重要な設備の除却等の計画はありません。 

  

会社名 事業所名 
(所在地) 

事業部門の 
名称 設備の内容 

投資予定額

資金調達方法 着手年月
完了予定 
年月 

完成後の
増加能力 総額

(千円) 
既支払額
(千円) 

提出会社 
本庄工場 
(大阪府 
東大阪市) 

半導体保護 
資材事業 

エンボスス
ペーサーテ
ープの製造
設備 

21,125 - 増資資金
平成18年
４月 

平成18年 
５月 

生産能力
向上 

提出会社 
本社 
(大阪府 
東大阪市) 

本社 

既存製品の品
質検査及び新
製品研究開発
設備 

24,911 - 増資資金
平成18年
４月 

平成18年 
11月 

検査開発
能力向上 

提出会社 
本社工場 
(大阪府 
東大阪市) 

半導体保護 
資材事業 

半導体関連の
製造設備の自
動化及び設備
更新 

20,800 - 増資資金  
平成18年
７月 

平成19年 
２月 

設備更新
自動化 

提出会社 
本社工場 
(大阪府 
東大阪市) 

衛生検査器
材事業 

衛生検査器材
関連製造設備
の合理化及び
更新 

31,200 - 増資資金  
平成18年
４月 

平成18年 
６月 

設備更新
自動化 

提出会社 
本社 
(大阪府 
東大阪市) 

本社 
全社管理シ 
ステムの構 
築 

43,160 - 増資資金  
平成18年
４月 

平成18年 
10月 

全社管理
システム 
増強 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

(注) １. 当社株式は平成18年６月20日からジャスダック証券取引所に上場されております。 

２. 提出日現在の発行数には、平成18年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により発行された株

式数は、含まれておりません。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

＜第二回新株予約権(平成16年２月25日決議分)＞ 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 5,400,000 

計 5,400,000 

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成18年３月31日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年６月28日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 1,400,000 1,652,000
ジャスダック証券
取引所 

― 

計 1,400,000 1,652,000 ― ― 

株主総会の特別決議日(平成16年２月25日)

区分 
事業年度末現在
(平成18年３月31日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年５月31日) 

新株予約権の数(個) 9,000 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 90,000 同左 

新株予約権の行使時の払込金額(円) 750 同左 

新株予約権の行使期間 
平成18年２月26日～
平成26年２月25日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格  750円
資本組入額 375円 

同左 

新株予約権の行使の条件 (注１) 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
本新株予約権を譲渡するにあ
たっては当社取締役会の承認
を要するものとする。 

同左 



(注１) 新株予約権者は、権利行使時において、会社又は関係会社の取締役、監査役、顧問もしくは従業員の地位にあることを要

す。その他の条件については、定時株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当を受けたものとの間

で締結する「新株予約権割当契約書」に定めるものとする。 

新株予約権の相続はこれを認めない。 

各新株予約権の質入その他一切の処分は認めないものとする。 

当社が新株予約権の発行日以降、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により未行使の新株予約権の目的

たる株式の数につき調整を行い、調整により生じる１株未満の株式は切り捨てます。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

また、当社が合併する場合、株式交換を行う場合、会社分割を行う場合、その他必要と認められる場合には、取締役会の

決議をもって適当と認める新株予約権の目的たる株式数の調整を行います。 

新株予約権の発行日以降、当社が時価を下回る価額をもって株式の発行又は自己株式の処分を行う場合(時価発行として

行う公募増資、新株予約権付社債又は平成14年４月１日改正前の旧商法第280条ノ19に定める新株引受権の行使によるも

の、並びに合併、株式交換及び会社分割に伴うものを除く)には、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１

円未満の端数は切り上げます。調整後の払込金額は、株主割当日があるときはその日、それ以外のときは払込期日の翌日以

降に適用します。 

なお、上記の算式において「既発行株式数」とは、調整後の払込金額が適用される前日における当社の発行済株式総数か

ら同日における当社の保有する自己株式の総数を控除した数とし、自己株式を処分する場合には、「新発行株式数」を「処

分する自己株式数」に、「１株当たり発行価額」を「１株当たり譲渡価格」に、それぞれ読み替えます。 

また、新株予約権の発行日以降、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整

により生ずる１円未満の端数は切り上げます。 

以上のほか、当社が合併する場合、株式交換を行う場合、会社分割を行う場合、その他必要と認められる場合には、取締

役会の決議をもって適当と認める払込金額の調整を行います。 

  

＜第三回新株予約権(平成17年６月24日決議分)＞ 

  

  

  

調整後行使価額 

  

＝ 

  

調整前行使価額 

  

× 

既発行株式数 ＋
新発行株式数×１株当たり払込金額 

１株当たり時価 

既発行株式数＋新発行株式数 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１ 

分割・併合の比率 

株主総会の特別決議日(平成17年６月24日)

区分 
事業年度末現在
(平成18年３月31日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年５月31日) 

新株予約権の数(個) 4,350 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 43,500 同左 

新株予約権の行使時の払込金額(円) 1,000 同左 

新株予約権の行使期間 
平成19年６月25日～
平成27年６月24日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格  1,000円
資本組入額  500円 

同左 

新株予約権の行使の条件 (注１) 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
本新株予約権を譲渡するにあ
たっては当社取締役会の承認
を要するものとする。 

同左 



(注１) 新株予約権者は、権利行使時において、会社又は関係会社の取締役、監査役、顧問もしくは従業員の地位にあることを要

す。その他の条件については、定時株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当を受けたものとの間

で締結する「新株予約権割当契約書」に定めるものとする。 

新株予約権の相続はこれを認めない。 

各新株予約権の質入その他一切の処分は認めないものとする。 

当社が新株予約権の発行日以降、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により未行使の新株予約権の目的

たる株式の数につき調整を行い、調整により生じる１株未満の株式は切り捨てます。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

また、当社が合併する場合、株式交換を行う場合、会社分割を行う場合、その他必要と認められる場合には、取締役会の

決議をもって適当と認める新株予約権の目的たる株式数の調整を行います。 

新株予約権の発行日以降、当社が時価を下回る価額をもって株式の発行又は自己株式の処分を行う場合(時価発行として

行う公募増資、新株予約権付社債又は平成14年４月１日改正前の旧商法第280条ノ19に定める新株引受権の行使によるも

の、並びに合併、株式交換及び会社分割に伴うものを除く)には、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１

円未満の端数は切り上げます。調整後の払込金額は、株主割当日があるときはその日、それ以外のときは払込期日の翌日以

降に適用します。 

なお、上記の算式において「既発行株式数」とは、調整後の払込金額が適用される前日における当社の発行済株式総数か

ら同日における当社の保有する自己株式の総数を控除した数とし、自己株式を処分する場合には、「新発行株式数」を「処

分する自己株式数」に、「１株当たり発行価額」を「１株当たり譲渡価格」に、それぞれ読み替えます。 

また、新株予約権の発行日以降、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整

により生ずる１円未満の端数は切り上げます。 

以上のほか、当社が合併する場合、株式交換を行う場合、会社分割を行う場合、その他必要と認められる場合には、取締

役会の決議をもって適当と認める払込金額の調整を行います。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

  

  

調整後行使価額 

  

＝ 

  

調整前行使価額 

  

× 

既発行株式数 ＋
新発行株式数×１株当たり払込金額 

１株当たり時価 

既発行株式数＋新発行株式数 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１ 

分割・併合の比率 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成13年10月１日 
(注)１ 

18,000 20,000 20,000 30,000 － －

平成13年12月27日 
(注)２ 

50,000 70,000 50,000 80,000 － －

平成14年４月16日 
(注)３ 

2,000 72,000 5,000 85,000 5,000 5,000

平成15年２月19日 
(注)４ 

300 72,300 975 85,975 975 5,975

平成15年２月19日 
(注)５ 

52,700 125,000 197,625 283,600 197,625 203,600

平成16年12月１日 
(注)６ 

7,000 132,000 35,000 318,600 35,000 238,600

平成17年２月10日 
(注)７ 

3,000 135,000 15,000 333,600 15,000 253,600

平成17年10月１日 
(注)８ 

1,215,000 1,350,000 － 333,600 － 253,600

平成18年３月31日 
(注)９ 

50,000 1,400,000 18,750 352,350 18,750 272,350



(注) １. 合併 

  相手先 大日化成工業株式会社 合併比率１：7.75 

  相手先 株式会社フルステリ  合併比率１：0.75 

２. 有償第三者割当 

  割当先 小髙得央 

  発行価格 1,000円 資本組入額 1,000円 

３. 有償第三者割当 

  割当先 興銀インベストメント第三号投資事業有限責任組合(現エムエイチシーシー第三号投資事業有限責任組合) 

  発行価格 5,000円 資本組入額 2,500円 

４. 有償第三者割当 

  割当先 従業員持株会 

  発行価格 6,500円 資本組入額 3,250円 

５. 有償第三者割当 

  割当先 小髙得央、他13名 

  発行価格 7,500円 資本組入額 3,750円 

６. 有償第三者割当 

  割当先 三菱商事プラスチック株式会社 

      日本生命保険相互会社 

      朝日火災海上保険株式会社 

  発行価格10,000円 資本組入額 5,000円 

７. 有償第三者割当 

  割当先 三井物産プラスチックス関西株式会社 

  発行価格10,000円 資本組入額 5,000円 

８. 無償・株式分割 

  １株を10株に分割 

９. 新株予約権行使 

  権利行使者 小髙得央 

  発行価格  750円 資本組入額  375円 

10. 決算日後、平成18年６月19日を払込期日とする有償一般募集増資による新株式252,000株（発行価格2,500円、引受価額

2,320円、発行価額1,870円、資本組入額1,160円）発行により、平成18年６月19日に資本金は292,320千円増加し、資本準

備金は292,320千円増加しております。 

  

  

(4) 【所有者別状況】 

平成18年３月31日現在 

  

区分 

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況
(株) 

政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等
個人
その他 

計 

個人以外 個人

株主数 
(人) 

― 2 ― 11 ― ― 4 17 ―

所有株式数 
(単元) 

― 400 ― 3,860 ― ― 9,740 14,000 ―

所有株式数 
の割合(％) 

― 2.86 ― 27.57 ― ― 69.57 100.00 ―



(5) 【大株主の状況】 

平成18年３月31日現在 

  

(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年３月31日現在 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

小髙 得央 兵庫県芦屋市 823 58.78

小髙 勇 兵庫県芦屋市 136 9.71

みずほキャピタル株式会社 東京都中央区日本橋兜町４番３号 70 5.00

投資事業有限責任組合エムエイ
チシーシーアイティー弐千 

東京都中央区日本橋兜町４番３号 70 5.00

ジャフコエル弐号投資事業有限
責任組合 

東京都千代田区丸の内１丁目８番２号
株式会社ジャフコ内 

38 2.71

ジャフコジーシー１号投資事業
組合 

東京都千代田区丸の内１丁目８番２号
株式会社ジャフコ内 

38 2.71

ＳＭＢＣキャピタル３号投資事
業有限責任組合 

東京都中央区京橋１丁目２番１号 32 2.28

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内２丁目６番６号 30 2.14

三菱商事プラスチック株式会社 東京都品川区西五反田１丁目27番２号 30 2.14

三井物産プラスチックス関西株
式会社 

大阪府大阪市北区中之島２丁目３番33号 30 2.14

計 ― 1,297 92.64

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） ― ― ― 

完全議決権株式（その他） 普通株式 1,400,000 14,000 ― 

単元未満株式 ― ― ― 

発行済株式総数 1,400,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 14,000 ― 



② 【自己株式等】 

平成18年３月31日現在 

  

(7) 【ストックオプション制度の内容】 

当社はストックオプション制度を採用しております。当該制度は、旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき当社が

新株予約権を発行する方法により、当社の取締役及び従業員に対して付与することを株主総会において決議されたものでありま

す。第二回は平成16年２月25日開催の臨時株主総会において、第三回は平成17年６月24日開催の定時株主総会において決議され

ました。 

当該制度の内容は次のとおりであります。 

  

＜第二回新株予約権＞ 

  

  

＜第三回新株予約権＞ 

  

  

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

― ― ― ― ― ― 

計 ― ― ― ― ― 

決議年月日 平成16年２月25日

付与対象者の区分及び人数（名） 取締役２、従業員８

新株予約権の目的となる株式の種類 (2) 新株予約権等の状況に記載しております。

株式の数（株） 90,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 750 

新株予約権の行使期間 (2) 新株予約権等の状況に記載しております。

新株予約権の行使の条件 (2) 新株予約権等の状況に記載しております。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するときは、取締役会の承認を要するものとする。 

決議年月日 平成17年６月24日

付与対象者の区分及び人数（名） 取締役２、従業員14

新株予約権の目的となる株式の種類 (2) 新株予約権等の状況に記載しております。

株式の数（株） 43,500 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,000 

新株予約権の行使期間 (2) 新株予約権等の状況に記載しております。

新株予約権の行使の条件 (2) 新株予約権等の状況に記載しております。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するときは、取締役会の承認を要するものとする。 



２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項はありません。 

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

平成18年６月27日現在 

(注) 平成18年６月27日開催の定時株主総会において定款の一部を変更し、「当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役

会の決議によって市場取引等により自己の株式を取得することができる。」旨を定款に定めております。 

  

 (2) 【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

該当事項はありません。 

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

該当事項はありません。 

  

３ 【配当政策】 

当社は、株主に対する利益還元は重要な経営課題の一つとして認識しております。しかしながら、当面は、当社の財務基盤の強

化と積極的な事業展開を図るため、内部留保の充実などを優先に考えております。従いまして、第37期事業年度に係る配当に関し

ましては、行わないことといたしました。今後の配当政策につきましては、当社を取り巻く環境及び当社の業績を総合的に判断

し、決定してまいりたいと考えております。 

  

４ 【株価の推移】 

当社株式は、平成18年６月20日付で、ジャスダック証券取引所に上場しておりますが、それ以前については、非上場であったた

め、該当事項はありません。 

  

区分 株式の種類 株式数（株） 価額の総額（円） 

自己株式取得に係る決議 ― ― ― 



５ 【役員の状況】 
  

  

(注) １. 取締役 伊井 稔は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

２. 監査役 佐藤和雄、佐藤公一及び菅沼清高は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

代表取締役 社長 小 髙 得 央 昭和37年６月17日

昭和61年４月 三井物産㈱入社

823

平成元年２月 大日化成工業㈱取締役就任 
平成７年１月 消滅会社㈱フルステリ

代表取締役社長就任 
平成９年３月 大日実業㈱（現当社）

代表取締役社長就任（現任） 
平成９年８月 大日化成工業㈱

代表取締役社長就任 

取締役 工場長 樋 野 勝 秀 昭和20年１月８日

昭和38年４月 松下電器産業㈱入社

－

平成３年６月 松下マイクロ電池㈱取締役就任 
平成11年６月 松下電池工業㈱取締役就任 
平成12年４月 松下電器産業㈱副理事就任 
平成15年５月 当社入社 工場長

平成15年９月 取締役工場長就任（現任） 

取締役 
ＣＦＯ兼 
管理グループ 
リーダー 

相 川 拓 雄 昭和35年５月10日

昭和59年４月 日本電気㈱入社

－

平成元年７月 NEC Electronics Singapore Pte 

Ltdマネージャー 
平成５年９月 海外留学派遣（MBA取得） 
平成７年７月 日本電気㈱海外事業計画部主任 
平成９年７月 同社半導体企画室

計画マネージャー 
平成15年７月 当社入社

管理グループリーダー（現任） 
平成15年９月 取締役ＣＦＯ就任（現任） 

取締役 ― 伊 井   稔 昭和28年３月31日

昭和46年４月 大阪厚生年金会館入社

－

昭和46年12月 不二精機㈱入社

昭和60年９月 同社常務取締役就任

平成８年11月 同社代表取締役社長就任（現任） 
平成15年９月 当社取締役就任（現任）

取締役 開発グループ 
リーダー 舟 橋   均 昭和34年２月１日

昭和62年４月 ㈱ヤクルト本社入社

中央研究所配属 

－

平成２年４月 山口大学工学部応用化学工学科助

手 
平成11年４月 磐田化学工業㈱入社 生産部 

製造・技術グループ リーダー 
平成16年４月 当社入社

開発グループリーダー（現任） 
平成16年６月 取締役就任（現任）

監査役 
(常勤) ― 佐 藤 和 雄 昭和21年３月10日

昭和44年４月 東レ㈱入社

－

平成５年３月 同社プラスチック企画管理部 
事業企画統括室長 

平成６年４月 Toray Plastic Malaysia経理部長 
平成10年５月 国際部部長代理

平成11年９月 蝶理㈱入社 関連事業部部長役 
平成12年４月 PT.Texfibre社長兼経理部長 
平成14年２月 蝶理㈱総務室

平成14年７月 業務監査室

平成16年６月 当社常勤監査役就任（現任） 

監査役 ― 佐 藤 公 一 昭和22年７月４日

昭和49年４月 弁護士登録

三宅合同法律事務所 
－

昭和54年５月 佐藤公一法律事務所開設（現任） 
平成16年６月 当社監査役就任（現任）

監査役 ― 菅 沼 清 高 昭和15年３月21日

昭和39年４月 警察庁入庁

－
平成６年10月 同庁長官官房長就任

平成８年９月 関西電力㈱顧問就任

平成17年６月 当社監査役就任（現任）

計 823



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、半導体ＬＳＩを保護する「半導体保護資材事業」、食品や薬品等の安全に関する「衛生検査器材事業」の事業分野に

研究開発を積極的に行い、更に広く安心と健康を提供する企業となることを目指してまいります。 

当社の目標を実現していく過程において、株主をはじめ多くのステーク・ホルダー(利害関係者)の協力を結集して共存共栄し

ていくことが不可欠であると考えております。 

株主をはじめステーク・ホルダーの信頼をいただくためには、当社のコーポレート・ガバナンスを確固たるものとして、透明

性の高い効率的な経営と迅速な意思決定により、業績の向上を実現して企業価値を高めることで、株主をはじめとしたステー

ク・ホルダーへ利益を還元していくことが重要であるとの基本的な考え方を持っております。 

  

(2) 会社の機関の内容、内部統制システム及びリスク管理体制整備等の状況 

＜当社の内部管理体制の模式図＞ 
  

 
  

① 株主総会 

株主総会は、株主が一定の範囲で会社の決定に参加し、ガバナンスに関与できる場であり、経営者に対する質問・説明を通

じて会社の実状を知っていただくとともに、経営者の資質・能力などを評価していただく場として運営しております。 

② 取締役会 

当社の取締役会は５名の取締役で構成され、うち４名が当社の業務執行を担当し、１名は社外取締役であります。取締役会

は月一度開催されますが、経営上の重要課題に迅速に対応するため、常勤の役員は原則として毎日ミーティングを行い、重要

な意思決定や情報交換を行っております。 

③ 監査役会 

当社の監査役３名（提出日現在）のうち、１名が常勤監査役、２名が非常勤監査役であります。各監査役は監査役会で定め

た監査方針、業務分担に従い、取締役会や監査業務上必要な会議への出席、取締役からの報告・管理グループとの意見交換、

重要な契約書・文書・帳票の閲覧並びに会計監査人・監査チームとの連絡・協議などを通じ、取締役の業務執行の適法性・妥

当性のチェック、会社財産の保全・管理及び内部統制の有効性の保証を行っています。なお、各監査役と当社の間には取引関

係その他の利害関係はありません。 



④ 内部監査制度 

社長直属の監査チーム１名を設置し、監査役と緊密に情報交換を行いながら法規制及び社内ルールの遵守、重要業務の業務

監査のみならず内部統制制度の有効性を評価、改善し財務報告の信頼性確保に努めております。今後とも経営目的の達成に影

響を与える全てのリスク要因に対してモニタリングと改善指導が適切に行われるよう組織・システム・企業文化の向上に努め

てまいります。 

⑤ 会計監査の状況 

当社の会計業務を執行した公認会計士は西野吉隆及び重森節夫であり、いずれも中央青山監査法人に所属しております。会

計監査業務に係わる補助者は、公認会計士６名、会計士補４名であります。 

なお、証券取引法に基づき当社の監査を行っている中央青山監査法人は、平成18年５月10日に金融庁より改正前の公認会計

士法第34条の21第１項１号に基づく行政処分を受けております。処分内容は、証券取引法監査及び会社法監査業務（ただし、

一定の監査業務を除外）を平成18年７月１日より平成18年８月31日まで停止するよう命じるものであります。当社では今後の

状況を見極めた上で、具体的な対応の検討、決定する方針であります。 

⑥ 社外取締役及び社外監査役との関係 

当社の社外取締役である伊井稔が代表取締役社長を務めております不二精機株式会社から、当社製品の金型の一部を購入し

ております。当社の社外監査役３名との人的関係、資本的関係及び取引関係その他の利害関係はありません。 

⑦ 内部管理組織 

当社内部管理体制は会社規模に応じたものとなっておりますが、経理面においては基幹システムの導入による適法、適正か

つ迅速な財務報告の実現を図っており、また、人事面では企業戦略から部門目標、更には個人目標まで一貫性を持った目標管

理制度に基づいた人事・報酬制度の構築を図っており、今後の業務拡大に充分対応できるようなシステム作りを進めておりま

す。 

⑧ 内部監査・監査役および会計監査の相互連携 

内部監査、監査役および監査法人は、それぞれ異なった視点から異なった事項の監査を行っておりますが、関連している事

項もありますので内部監査結果は定期的に監査役および監査法人に報告されております。 

  

(3) 役員報酬及び監査報酬の内容 

① 役員報酬の内容   取締役報酬（社内） 65百万円 

            取締役報酬（社外） ２百万円 

            監査役報酬     ９百万円 

② 監査報酬の内容    公認会計士法第２条第１項(昭和23年法律第103号)に規定する業務に基づく報酬 

                      ８百万円 

            株式公開支援報酬  １百万円 



第５ 【経理の状況】 

１ 財務諸表の作成方法について 

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務諸表等規則」

という。)に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、第36期事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）及び第37期事

業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の財務諸表について、中央青山監査法人により監査を受けております。 

なお、前事業年度に係る監査報告書は、平成18年５月18日提出の有価証券届出書に添付されたものによっております。 

  

３ 連結財務諸表について 

当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。 



１ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 

  

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(資産の部)        

Ⅰ 流動資産     

１. 現金及び預金  241,393 336,091  

２. 受取手形  186,423 251,929  

３. 売掛金  316,156 437,346  

４. 商品  13,406 22,272  

５. 製品  84,875 86,014  

６. 原材料  166,525 174,554  

７. 仕掛品  20,378 32,511  

８. 貯蔵品  3,219 2,944  

９. 前払費用  2,318 4,618  

10. 繰延税金資産  18,324 20,637  

11. 未収入金  22,817 257  

12. その他  547 319  

貸倒引当金  △ 2,049 △  689  

流動資産合計  1,074,337 37.2 1,368,808 41.8

Ⅱ 固定資産     

１. 有形固定資産 ※１     

(1) 建物 ※２  594,598 563,357  

(2) 構築物  9,848 9,087  

(3) 機械及び装置  － 6,972  

(4) 車両運搬具  1,068 1,666  

(5) 工具器具及び備品  46,961 53,581  

(6) 土地 ※２  919,076 919,076  

(7) 建設仮勘定  32,963 133,308  

有形固定資産合計  1,604,517 55.5 1,687,050 51.4

２. 無形固定資産     

(1) 商標権  36,383 32,683  

(2) 実用新案権  90 30  

(3) ソフトウェア  21,768 17,681  

(4) 電話加入権  1,176 1,176  

無形固定資産合計  59,419 2.0 51,571 1.6



  

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

３. 投資その他の資産        

(1) 投資有価証券  2,604 2,930  

(2) 出資金  7,132 102  

(3) 長期前払費用  1,562 4,893  

(4) 繰延税金資産  96,946 76,864  

(5) 保険積立金  17,605 17,605  

(6) 差入保証金  26,236 68,604  

(7) 破産債権、再生債権、 
  更生債権その他これら 
  に準ずる債権 

 125 1,229  

貸倒引当金  △  125 △ 1,229  

投資その他の資産合計  152,087 5.3 171,000 5.2

固定資産合計  1,816,024 62.8 1,909,622 58.2

資産合計  2,890,362 100.0 3,278,430 100.0

      



  

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(負債の部)     

Ⅰ 流動負債     

１. 支払手形  424,910 513,723  

２. 買掛金  115,216 140,838  

３. 短期借入金 ※２  100,000 500,000  

４. 一年以内返済予定 
  長期借入金 

※２  129,588 85,588  

５. 一年以内償還予定社債  90,000 80,000  

６. 未払金  212,170 157,817  

７. 未払費用  13,064 17,773  

８. 未払法人税等  93,020 110,885  

９. 未払消費税等  13,397 25,401  

10. 前受金  － 3,999  

11. 預り金  4,767 5,822  

12. 前受収益  1,109 1,109  

13. 賞与引当金  17,203 19,309  

14. 設備関係支払手形  69,442 44,123  

流動負債合計  1,283,891 44.4 1,706,393 52.0

Ⅱ 固定負債     

１. 社債  110,000 30,000  

２. 長期借入金 ※２  523,524 317,936  

３. 長期未払金  29,868 29,352  

４. その他  2,801 1,691  

固定負債合計  666,193 23.1 378,979 11.6

負債合計  1,950,084 67.5 2,085,373 63.6



  

  

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(資本の部)     

Ⅰ 資本金 ※３  333,600 11.5 352,350 10.7

Ⅱ 資本剰余金     

１. 資本準備金 253,600 272,350    

資本剰余金合計  253,600 8.8 272,350 8.4

Ⅲ 利益剰余金     

１. 利益準備金 2,200 2,200    

２. 任意積立金     

(1) 別途積立金 302,593 302,593    

３. 当期未処分利益 47,584 262,670    

利益剰余金合計  352,378 12.2 567,464 17.3

Ⅳ その他有価証券評価差額金  699 0.0 892 0.0

資本合計  940,277 32.5 1,193,057 36.4

負債及び資本合計  2,890,362 100.0 3,278,430 100.0

      



② 【損益計算書】 

  

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     

１. 製品売上高 1,999,686 2,669,000    

２. 商品売上高 317,194 2,316,881 100.0 345,368 3,014,368 100.0

Ⅱ 売上原価     

１. 製品売上原価     

(1) 期首製品たな卸高 68,713 84,875    

(2) 当期製品製造原価 1,320,895 1,753,907    

合計 1,389,608 1,838,783    

(3) 他勘定振替高 ※１ － 3,979    

(4) 期末製品たな卸高 84,875 86,014    

差引：製品売上原価 1,304,733 1,748,788    

２. 商品売上原価     

(1) 期首商品たな卸高 6,295 13,406    

(2) 当期商品仕入高 217,132 217,916    

合計 223,427 231,323    

(3) 期末商品たな卸高 13,406 22,272    

差引：商品売上原価 210,021 1,514,754 65.4 209,050 1,957,838 65.0

売上総利益  802,126 34.6 1,056,529 35.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費     

１. 役員報酬 76,326 77,608    

２. 給料手当 108,790 127,121    

３. 賞与 6,005 14,582    

４. 賞与引当金繰入額 7,962 9,155    

５. 退職給付費用 4,263 5,357    

６. 法定福利費 19,999 25,648    

７. 派遣料 23,334 33,244    

８. 荷造運賃発送費 88,798 112,015    

９. 支払報酬 33,103 30,023    

10. 研究開発費 ※５ 20,528 33,195    

11. 減価償却費 21,125 22,056    

12. リース料 5,018 8,346    

13. 租税公課 31,865 26,435    

14. 貸倒引当金繰入額 890 1,124    

15. 貸倒損失 38 72    

16. その他 101,392 549,444 23.7 120,042 646,031 21.4

営業利益  252,682 10.9 410,498 13.6



  

  

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅳ 営業外収益     

１. 受取利息 10 1    

２. 受取配当金 106 277    

３. 受取手数料 － 269    

４. 破損損害金 － 892    

５. 匿名組合事業収益 34,929 －    

６. その他 6,199 41,245 1.8 1,231 2,672 0.1

Ⅴ 営業外費用     

１. 支払利息 17,397 14,513    

２. 社債利息 3,567 2,037    

３. 新株発行費 815 412    

４. 株式公開費用 － 4,462    

５. 金利スワップ解約費用 － 2,656    

６. その他 1,737 23,517 1.0 2,068 26,149 0.9

経常利益  270,411 11.7 387,020 12.8

Ⅵ 特別利益     

１. 貸倒引当金戻入益 － 1,359    

２. 固定資産売却益 ※２ － － － 1,162 2,521 0.1

Ⅶ 特別損失     

１. 固定資産除却損 ※３ 72 220    

２. 減損損失 ※４ 12,539 －    

３. 営業権償却 203,000 215,611 9.3 － 220 0.0

税引前当期純利益  54,799 2.4 389,322 12.9

法人税、住民税及び 
事業税 

103,519 156,600    

法人税等調整額 △68,461 35,057 1.5 17,636 174,236 5.8

当期純利益  19,741 0.9 215,086 7.1

前期繰越利益  27,842 47,584  

当期未処分利益  47,584 262,670  

      



製造原価明細書 

  

(注) ※１ 主な内訳は次のとおりであります。 

   ※２ 主な内訳は次のとおりであります。 

  

原価計算の方法 

  

  

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円)
構成比 
(％) 

Ⅰ 材料費 835,209 63.2 1,140,365 64.6

Ⅱ 労務費 ※１ 260,965 19.7 345,783 19.6

Ⅲ 経費 ※２ 226,112 17.1 279,892 15.8

当期総製造費用 1,322,288 100.0 1,766,040 100.0

期首仕掛品たな卸高 18,985 20,378  

合計 1,341,273 1,786,419  

期末仕掛品たな卸高 20,378 32,511  

当期製品製造原価 1,320,895 1,753,907  

     

  
項目 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

賃金 139,224 156,700  

賞与 9,685 13,442  

賞与引当金繰入額 8,458 9,173  

退職給付費用 3,488 3,469  

法定福利費 17,913 19,169  

派遣料 81,269 142,580  

  
項目 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

外注加工費 30,917 46,187  

減価償却費 54,418 81,198  

リース料 46,352 60,344  

消耗品費 42,906 41,399  

水道光熱費 40,891 42,492  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

原価計算の方法は、製品別に主として組別総合原価計

算によっており、期中は予定原価を用い、原価差額は期

末において製品、仕掛品、売上原価等に配賦しておりま

す。 

同     左 



③ 【キャッシュ・フロー計算書】 

  

   
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

１. 税引前当期純利益  54,799 389,322 

２. 減価償却費  75,544 103,255 

３. 減損損失  12,539 － 

４. 営業権償却  203,000 － 

５. 新株発行費  815 412 

６. 貸倒引当金の増減額（減少額△）  337 △ 254 

７. 賞与引当金の増減額（減少額△)  △ 68 2,105 

８. 受取利息及び受取配当金  △ 116 △ 278 

９. 支払利息  20,964 16,550 

10. 固定資産売却益  － △ 1,162 

11. 固定資産除却損  72 220 

12. 売上債権の増減額（増加額△）  △ 125,894 △ 187,801 

13. たな卸資産の増減額（増加額△)  △ 70,987 △ 29,892 

14. 仕入債務の増減額（減少額△）  22,886 114,435 

15. その他  △ 9,951 20,661 

小計  183,939 427,574 

16. 利息及び配当金の受取額  116 278 

17. 利息の支払額  △ 21,229 △ 17,294 

18. 法人税等の支払額  △ 43,749 △ 144,084 

営業活動によるキャッシュ・フロー  119,077 266,473 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

１. 定期預金の預入による支出  △ 33,521 △ 4,000 

２. 定期預金の払戻による収入  51,040 4,000 

３. 出資金の返還による収入  － 7,030 

４. 有形固定資産の取得による支出  △ 82,347 △ 191,311 

５. 有形固定資産の売却による収入  49,257 95,490 

６. 無形固定資産の取得による支出  △ 127,473 △ 136,454 

７. 差入保証金の支払による支出  － △ 44,498 

８. その他  19,000 － 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △ 124,043 △ 269,743 



  

  

   
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

１. 短期借入れによる収入  50,000 500,000 

２. 短期借入金の返済による支出  △ 20,000 △ 100,000 

３. 長期借入れによる収入  200,000 － 

４. 長期借入金の返済による支出  △ 509,512 △ 249,588 

５. 社債の償還による支出  △ 90,000 △ 90,000 

６. 株式の発行による収入  99,184 37,500 

財務活動によるキャッシュ・フロー  △ 270,327 97,912 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  74 56 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額（減少額△）  △ 275,219 94,697 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  512,612 237,393 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高  237,393 332,091 

     



④ 【利益処分計算書】 

  

(注) 日付は株主総会承認日であります。 

  

  
前事業年度

(平成17年６月24日) 
当事業年度 

(平成18年６月27日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 当期未処分利益 47,584 262,670

Ⅱ 次期繰越利益 47,584 262,670

   



重要な会計方針 

  

項目 
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部資本直入法により

処理し、売却価格は移動平均法によ

り算定) 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同     左 

２ デリバティブ等の評価基

準及び評価方法 

デリバティブ 

時価法 

デリバティブ 

同     左 

３ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1) 商品・製品・原材料・仕掛品 

移動平均法による原価法 

(2) 貯蔵品 

最終仕入原価法 

(1) 商品・製品・原材料・仕掛品 

同     左 

(2) 貯蔵品 

同     左 

４ 固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 

定率法 

ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物(建物附属設備を除

く。)については、定額法を採用

しております。なお、主な耐用年

数は以下のとおりであります。 

 建物     10年～39年 

  

(1) 有形固定資産 

定率法 

ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物(建物附属設備を除

く。)については、定額法を採用

しております。なお、主な耐用年

数は以下のとおりであります。 

 建物     10年～39年 

 機械及び装置 ２年～８年 

  (2) 無形固定資産 

定額法 

なお、自社利用のソフトウェアに

ついては社内における利用可能期

間(５年)に基づく定額法を採用し

ております。 

また、営業権については、その効

果の発現する期間を合理的に見積

もることが困難であるため、発生

時に一括償却しております。 

(2) 無形固定資産 

定額法 

なお、自社利用のソフトウェアに

ついては社内における利用可能期

間(５年)に基づく定額法を採用し

ております。 

  (3) 長期前払費用 

均等償却 

(3) 長期前払費用 

同     左 

５ 繰延資産の処理方法 新株発行費 

支払時全額費用処理 

新株発行費 

同     左 

６ 引当金の計上基準 

  

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。 

(1) 貸倒引当金 

同     左 

  (2) 賞与引当金 

従業員賞与の支給に充てるため、

支給見込額に基づき計上しており

ます。 

(2) 賞与引当金 

同     左 



  

  

項目 
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

７ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

同     左 

  

８ ヘッジ会計の方法 

  

(1) ヘッジ会計の方法 

金利スワップについては、特例処

理の要件を満たしておりますの

で、特例処理を採用しておりま

す。 

(1) ヘッジ会計の方法 

同      左 

  (2) ヘッジ手段とヘッジ対象  

ヘッジ手段：金利スワップ 

ヘッジ対象：借入金 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

同      左 

  (3) ヘッジ方針 

ヘッジ取引は、資金調達における

金利の急激な変動が損益に与える

影響を軽減化することを目的に行

うことを基本方針としておりま

す。 

(3) ヘッジ方針 

同      左 

  

  (4) ヘッジ有効性評価の方法 

特例処理によっている金利スワッ

プについては、有効性の評価を省

略しております。 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

同     左 

９ キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲  

キャッシュ・フロー計算書における資

金(現金及び現金同等物)は、手許現

金、随時引き出し可能な預金及び容易

に換金可能であり、かつ、価格の変動

について僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヵ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 

同     左 

10 その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同     左 



会計処理方法の変更 

  

  

(表示方法の変更) 

  
  

  

  

項目 
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 固定資産の減損に係る会

計基準 

固定資産の減損に係る会計基準

(「固定資産の減損に係る会計基準

の設定に関する意見書」(企業会計

審議会 平成14年８月９日))及び

「固定資産の減損に係る会計基準の

適用指針」(企業会計基準適用指針

第６号 平成15年10月31日)が平成

16年３月31日に終了する事業年度に

係る財務諸表から適用できることに

なったことに伴い、当事業年度から

同会計基準及び同適用指針を適用し

ております。これにより税引前当期

純利益は12,539千円減少しておりま

す。 

なお、減損損失累計額については、

改正後の財務諸表等規則に基づき各

資産の金額から直接控除しておりま

す。 

――― 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

――― （損益計算書） 

  

  

(1) 営業外収益の「受取手数料」は、前事業年度まで

営業外収益の「その他」に含めて表示しておりま

したが、営業外収益の10分の１を超えたため、当

事業年度より区分掲記いたしました。なお、前事

業年度の「受取手数料」の金額は、184千円であり

ます。 

    

  

  

(2) 営業外収益の「破損損害金」は、前事業年度まで

営業外収益の「その他」に含めて表示しておりま

したが、営業外収益の10分の１を超えたため、当

事業年度より区分掲記いたしました。なお、前事

業年度の「破損損害金」の金額は、625千円であり

ます。 

    

  

  

(3) 営業外費用の「金利スワップ解約費用」は、前事

業年度まで営業外費用の「その他」に含めて表示

しておりましたが、営業外費用の10分の１を超え

たため、当事業年度より区分掲記いたしました。

なお、前事業年度の「金利スワップ解約費用」の

金額は、1,137千円であります。 



(追加情報) 

  

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上

の表示方法) 

「地方税法等の一部を改正する法律」(平成15年法律第

９号)が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月１

日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入

されたことに伴い、当事業年度から「法人事業税におけ

る外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての実

務上の取扱い」(平成16年２月13日 企業会計基準委員会

実務対応報告第12号)に従い法人事業税の付加価値割及

び資本割については、販売費及び一般管理費に計上して

おります。この結果、販売費及び一般管理費が4,199千

円増加し、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益

が、4,199千円減少しております。 

――― 

    

(荷造運賃発送費の表示方法) 

前事業年度まで売上原価に含まれていました荷造運賃発

送費のうち販売に関わるものは、会計システムを整備し

たことにより、入荷に係るものと出荷に係るものとが区

分できるようになったため、当事業年度から販売費及び

一般管理費に計上しております。この結果、売上原価が

35,380千円減少し、売上総利益、販売費及び一般管理費

が35,380千円増加しております。 

  

  



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

  

前事業年度 
(平成17年３月31日) 

当事業年度
(平成18年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

273,966千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

365,568千円

※２ 担保資産 

 (1) 担保提供資産 

建物 396,754千円

土地 910,853千円

計 1,307,608千円

※２ 担保資産 

 (1) 担保提供資産 

建物 384,016千円

土地 910,853千円

計 1,294,869千円

 (2) 担保提供資産に対応する債務 

短期借入金 100,000千円

一年以内返済予定長期借入金 129,588千円

長期借入金 523,524千円

計 753,112千円

 (2) 担保提供資産に対応する債務 

短期借入金 300,000千円

一年以内返済予定長期借入金 85,588千円

長期借入金 317,936千円

計 703,524千円

※３ 会社が発行する株式及び発行済株式の総数 

会社が発行する株式 普通株式 288,000株

発行済株式総数   普通株式 135,000株

※３ 会社が発行する株式及び発行済株式の総数 

会社が発行する株式 普通株式 5,400,000株

発行済株式総数   普通株式 1,400,000株

 ４ 配当制限 

旧商法施行規則第124条第３号に規定する資産に

時価を付したことにより増加した純資産額は699

千円であります。 

 ４ 配当制限 

旧商法施行規則第124条第３号に規定する資産に

時価を付したことにより増加した純資産額は892

千円であります。 

 ５ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行２行と当座貸越契約及び貸出コミットメント

契約を締結しております。これらの契約に基づく

当事業年度末の借入未実行残高は次のとおりであ

ります。 

当座貸越極度額及び貸出 
コミットメントの総額 

600,000千円

借入実行残高 100,000千円

差引額 500,000千円

 ５ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行５行と当座貸越契約及び貸出コミットメント

契約を締結しております。これらの契約に基づく

当事業年度末の借入未実行残高は次のとおりであ

ります。 

当座貸越極度額及び貸出
コミットメントの総額 

1,000,000千円

借入実行残高 500,000千円

差引額 500,000千円



(損益計算書関係) 

  

  

(キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

――― ※１ 他勘定振替高の内容は、以下のとおりでありま

す。 

販売費及び一般管理費 2,956千円

営業外費用 1,022千円

――― ※２ 固定資産売却益の内訳は、以下のとおりでありま

す。 

機械及び装置 945千円

車両運搬具 216千円

計 1,162千円

※３ 固定資産除却損の内訳は、以下のとおりでありま

す。 

車両運搬具 72千円

※３ 固定資産除却損の内訳は、以下のとおりでありま

す。 

機械及び装置 220千円

※４ 減損損失 

当事業年度において、当社は以下の資産グループ

について減損損失を計上しております。 

当社は、継続的に損益の把握を行っている管理会

計上の区分の資産及び重要な遊休資産にグループ

化して減損の検討を行っております。その結果、

遊休資産については、近年の地価が下落している

ため、当該資産の帳簿価額を回収可能価額まで減

額し、当該減少額を減損損失12,539千円として特

別損失に計上しております。その内訳は、土地

12,539千円であります。 

なお、上記資産の回収可能価額は、正味売却価額

を使用しており、資産の重要性を勘案し固定資産

税評価額を合理的に調整した価格により評価して

おります。 

用途 種類 場所 減損損失 

遊休資産 土地 三重県亀山市関町 9,463千円

遊休資産 土地 和歌山県西牟婁郡白浜町 3,075千円

――― 

※５ 研究開発費の総額 

一般管理費に含まれる研究開発費 20,528千円

※５ 研究開発費の総額 

一般管理費に含まれる研究開発費 33,195千円

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

(平成17年３月31日現在)

現金及び預金 241,393千円

預入期間３か月超の定期預金 △4,000千円

現金及び現金同等物 237,393千円

 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

(平成18年３月31日現在)

現金及び預金 336,091千円

預入期間３か月超の定期預金 △4,000千円

現金及び現金同等物 332,091千円



(リース取引関係) 

  

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

  

取得価額 
相当額 
  

（千円） 

減価償却
累計額 
相当額 
（千円） 

減損損失
累計額 
相当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
  

（千円）

建物 15,000 3,055 － 11,944

機械及び
装置 

296,152 63,391 － 232,760

工具器具
及び備品 

4,400 1,026 － 3,373

ソフトウ
ェア 

4,000 640 － 3,360

合計 319,552 68,114 － 251,438

取得価額
相当額 
  

（千円）

減価償却
累計額 
相当額 
（千円）

減損損失
累計額 
相当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
  

（千円）

建物 36,724 5,929 － 30,795 

機械及び
装置 

374,148 117,514 － 256,633 

工具器具
及び備品 

4,400 1,906 － 2,493 

ソフトウ
ェア 

4,000 1,600 － 2,400 

合計 419,273 126,950 － 292,322 

    

(2) 未経過リース料期末残高相当額及びリース資産減損

勘定期末残高 

１年以内 50,677千円

１年超 204,037千円

 合計 254,715千円

(2) 未経過リース料期末残高相当額及びリース資産減損

勘定期末残高 

１年以内 114,077千円

１年超 182,666千円

 合計 296,743千円

    

リース資産減損勘定期末残高 － リース資産減損勘定期末残高 －

    

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 47,877千円

リース資産減損 
勘定の取崩額 

－

減価償却費相当額 44,222千円

支払利息相当額 5,767千円

減損損失 －

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 66,550千円

リース資産減損
勘定の取崩額 

－

減価償却費相当額 60,594千円

支払利息相当額 7,055千円

減損損失 －

    

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

    

(5) 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各事業年度への配分方法につ

いては利息法によっております。 

(5) 利息相当額の算定方法 

同左 



(有価証券関係) 

  

前事業年度(平成17年３月31日) 

１. 売買目的有価証券 

該当事項はありません。 

２. 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

３. その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

当事業年度(平成18年３月31日) 

１. 売買目的有価証券 

該当事項はありません。 

２. 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

３. その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

  種類 
取得原価
(千円) 

貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの 

株式 1,424 2,604 1,179

貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの 

株式 － － －

合計 1,424 2,604 1,179

  種類 
取得原価
(千円) 

貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの 

株式 1,424 2,930 1,505

貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの 

株式 － － －

合計 1,424 2,930 1,505



(デリバティブ取引関係) 

１． 取引の状況に関する事項 

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(1) 取引の内容 

当社の利用しているデリバティブ取引は、金利スワ

ップ取引であります。 

  

(1) 取引の内容 

同         左 

  

(2) 取引に対する取組方針 

当社のデリバティブ取引は、将来の金利の変動によ

るリスク回避を目的にしており、投機的な取引は行わ

ない方針であります。 

  

(2) 取引に対する取組方針 

同         左 

  

  

  

(3) 取引の利用目的 

当社のデリバティブ取引は、借入金利等の将来の金

利市場における利率上昇による変動リスクを回避する

目的で利用しています。なお、デリバティブ取引を利

用してヘッジ会計を行っております。 

① ヘッジ会計の方法 

金利スワップについて特例処理の要件を満たしてお

りますので特例処理を採用しております。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段：金利スワップ 

ヘッジ対象：借入金 

③ ヘッジ方針 

ヘッジ取引は、資金調達における金利の急激な変動

が損益に与える影響を軽減化することを目的に行な

うことを基本方針としております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

特例処理によっている金利スワップについては、有

効性の評価を省略しております。 

  

(3) 取引の利用目的 

同         左 

  

  

  

① ヘッジ会計の方法 

同         左 

  

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同         左 

  

③ ヘッジ方針 

同         左 

  

  

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同         左 

  

(4) 取引に係るリスクの内容 

金利スワップ取引は市場金利の変動によるリスクを

有しております。なお、取引相手先はいずれも信用度

の高い国内の銀行であるため、相手先の契約不履行に

よるいわゆる信用リスクはほとんどないと認識してお

ります。 

  

(4) 取引に係るリスクの内容 

同         左 

  

  

  

  

  

(5) 取引に係るリスク管理体制 

デリバティブ取引の執行・管理については、取引権

限及び取引限度額等を定めた社内ルールに従い、財務

担当部門が決裁担当者の承認を得て行っております。 

(5) 取引に係るリスク管理体制 

同         左 

  

  

  

(6) 取引の時価等に関する事項についての補足説明 

取引の時価等に関する事項についての契約額等は、

あくまでデリバティブ取引における名目的な契約額、

または計算上の想定元本であり、当該金額自体がデリ

バティブ取引のリスクの大きさを示すものではありま

せん。 

  

(6) 取引の時価等に関する事項についての補足説明 

同         左 

  

  

  



２． 取引の時価等に関する事項 

前事業年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

該当事項はありません。 

なお、当社は金利スワップを利用しておりますが、特例処理を適用しているため開示の対象から除いております。 

  

当事業年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

該当事項はありません。 

なお、当社は金利スワップを利用しておりますが、特例処理を適用しているため開示の対象から除いております。 

  

  

(退職給付関係) 

前事業年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

当社は確定拠出型の企業年金制度を採用しており、将来の退職給付について拠出以後の追加的な給付は生じないため、退職給

付に係る注記はしておりません。 

  

当事業年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

当社は確定拠出型の企業年金制度を採用しており、将来の退職給付について拠出以後の追加的な給付は生じないため、退職給

付に係る注記はしておりません。 

  

  



(税効果会計関係) 

  

  

(持分法損益等) 

前事業年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）及び当事業年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31

日）において、関連会社がないため、該当事項はありません。 

前事業年度 
(平成17年３月31日) 

当事業年度
(平成18年３月31日) 

１. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

（繰延税金資産） 

流動資産 

賞与引当金 7,001千円

未払事業税 8,314千円

未払事業所税 2,157千円

貸倒引当金損金算入限度超過額 34千円

その他 817千円

計 18,324千円

固定資産 

営業権償却超過額 66,096千円

減価償却費償却超過額 18,974千円

未払退職金 12,156千円

減損損失累計額 5,103千円

その他 199千円

繰延税金負債（固定）との相殺 △480千円

小計 102,050千円

評価性引当額 △5,103千円

計 96,946千円

繰延税金資産合計 115,271千円

（繰延税金負債） 

固定負債 

その他有価証券評価差額金 △480千円

繰延税金資産（固定）との相殺 480千円

繰延税金負債合計 －

差引：繰延税金資産の純額 115,271千円

１. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

（繰延税金資産）  

流動資産  

賞与引当金 7,858千円

未払事業税 9,044千円

未払事業所税 2,401千円

貸倒引当金損金算入限度超過額 84千円

その他 1,249千円

計 20,637千円

固定資産  

営業権償却超過額 49,572千円

減価償却費償却超過額 15,381千円

未払退職金 11,946千円

減損損失累計額 5,103千円

その他 577千円

繰延税金負債（固定）との相殺 △612千円

小計 81,968千円

評価性引当額 △5,103千円

計 76,864千円

繰延税金資産合計 97,502千円

（繰延税金負債）  

固定負債  

その他有価証券評価差額金 △612千円

繰延税金資産（固定）との相殺 612千円

繰延税金負債合計 －

差引：繰延税金資産の純額 97,502千円

２. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.7％ 

（調整）   

留保金課税 14.9％ 

減損損失 9.3％ 

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.7％ 

住民税均等割 1.2％ 

ＩＴ投資減税 △ 4.1％ 

その他 1.2％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 63.9％ 

２. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.7％ 

（調整）   

留保金課税 3.2％ 

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.1％ 

住民税均等割 0.2％ 

その他 0.5％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 44.7％ 



【関連当事者との取引】 

前事業年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

役員及び個人主要株主等 

  

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注１) 上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

(注２) 当社の金融機関からの借入等に対して債務保証を受けております。なお、保証料の支払は行っておりません。なお、当該

債務保証は平成16年９月29日解消し、関連当事者取引の残高はなくなっております。 

(注３) 役員の金融機関からの借入89,669千円に対して土地436,500千円、建物74,613千円を担保提供しております。なお、担保提

供に伴う金銭の授受はありません。また、当該担保提供は平成16年９月21日解消し、関連当事者取引の残高はなくなって

おります。 

(注４) 個人主要株主の金融機関からの借入121,002千円に対して、土地436,500千円、建物74,613千円を担保提供しております。

なお、担保提供に伴う金銭の授受はありません。また、当該担保提供は平成16年９月21日解消し、関連当事者取引の残高

はなくなっております。 

(注５) 当社の金融機関からの借入233,078千円に対して土地、建物の担保提供を受けております。なお、担保提供に伴う金銭の授

受はありません。なお、当該担保被提供は平成16年９月29日解消し、関連当事者取引の残高はなくなっております。 

  

当事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

属性 会社等の 
名称 住所 

資本金又 
は出資金 
(千円) 

事業の 
内容又は 
職業 

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関係内容
取引の内容
(注１) 

取引金額 
(千円) 科目 期末残高

(千円) 役員の
兼任等 

事業上
の関係 

役員 小髙 得央 － － 
当社代表
取締役社
長 

(被所有)

直接 

60.0％ 

－ －

債務被保証
（注２） 1,064,096 － －

担保提供
（注３） 89,669 － －

個人主要 
株主 小髙  勇 － － 当社 

相談役 

(被所有)

直接 

10.8％ 

－ －

債務被保証
（注２） 679,268 － －

担保提供
（注４） 121,002 － －

担保被提供
（注５） 233,078 － －



(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 
  

  

項目 
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 6,965円02銭 852円18銭

１株当たり当期純利益 154円56銭 159円31銭

  なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、新株予約権

の残高がありますが、当社株式は非

上場でありますので、期中平均株価

が把握出来ませんので記載しており

ません。 

同     左 

  

    当社は、平成17年10月１日付で株

式１株につき10株の分割を行ってお

ります。 

前期首に当該株式分割が行われた

と仮定した場合における前事業年度

の（１株当たり情報）の各数値は以

下のとおりであります。 

    １株当たり純資産額 696円50銭  

    １株当たり当期純利益 15円46銭  

    なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、新株予約権

の残高がありますが、当社株式は非

上場でありますので、期中平均株価

が把握出来ませんので記載しており

ません。 

項目 
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当期純利益(千円) 19,741 215,086

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る当期純利益(千円) 19,741 215,086

普通株式の期中平均株式数(株) 127,731 1,350,137



(重要な後発事象) 

前事業年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

１． 新株予約権の発行 

当社は、平成17年６月24日開催の定時株主総会及び平成17年６月24日開催の取締役会において、株主以外の者に対し特に有利

な条件をもって新株予約権を発行する旨の決議をしました。 

当該その内容は、下記のとおりであります。 

(8) 新株予約権の行使の条件  

新株予約権者は、権利行使時において、会社又は関係会社の取締役、監査役、顧問もしくは従業員の地位にあることを要

す。その他の条件については、定時株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当を受けたものとの間

で締結する「新株予約権割当契約書」に定めるものとする。新株予約権の相続はこれを認めない。各新株予約権の質入その

他一切の処分は認めないものとする。 

(9) 新株予約権の譲渡制限 

新株予約権の譲渡は、取締役会の承認を要するものとする。 

  

２． 株式分割 

当社は、平成17年９月14日開催の取締役会において株式分割による新株式の発行を行う旨の決議をし、平成17年10月１日に実

施しております。 

当該株式分割の内容は、下記のとおりであります。 

(1)  平成17年10月１日付をもって平成17年９月30日最終の株主名簿に記載された株主の所有株式数を１株に付き10株の割合をも

って分割する。 

(2)  分割により増加する株式数      普通株式 1,215,000株 

(3)  配当起算日                  平成17年４月１日 

前期首に当該株式分割が行われたと仮定した場合における（１株当たり情報）の各数値はそれぞれ以下のとおりでありま

す。 

  

  

(1) 新株予約権の数 485個  

(2) 新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式  

(3) 新株予約権の目的となる株式の数 4,850株  

(4) 新株予約権の発行価額 無償  

(5) 新株予約権の行使時の払込金額 10,000円  

(6) 新株予約権の行使期間 平成19年６月25日から 

  平成27年６月24日まで 

(7) 新株予約権の行使により株式を発行する 

  場合の株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格 10,000円

資本組入額 5,000円

  

前事業年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 696円50銭

１株当たり当期純利益 15円46銭

  

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、新株予約権の残高があ

りますが、当社株式は非上場でありますので、期中平均株価が把握できませんので

記載しておりません。 

  



３．新株予約権の行使による増資 

当社は、平成18年３月31日に新株予約権（平成16年２月25日開催の定時株主総会及び同日開催の取締役会決議分）に係る、新

株予約権の全額について行使を受けました。 

当該新株予約権の権利行使の概要は、下記のとおりであります。 

これにより、平成18年３月31日現在の発行済株式総数は1,400,000株、資本金は352,350千円、資本準備金は272,350千円となり

ました。 

  

当事業年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 重要な新株の発行 

当社は、平成18年５月18日及び平成18年５月31日開催の取締役会において、下記のとおり新株式の発行及び株式売出しの決議

を行いました。 

当該新株発行の内容は、下記のとおりであります。 

(1) 公募による新株式発行の払い込みを平成18年６月19日に完了いたしました。 

(2) 引受人の買取引受による売出し 

(3) オーバーアロットメントによる売出し 

  

(1) 増加した株式の種類及び数 普通株式 50,000株  

(2) 増加した資本金 18,750千円  

(3) 増加した資本準備金 18,750千円  

  発行新株式数 普通株式 252,000株  

  発行価格 １株につき 2,500円  

  引受価額 １株につき 2,320円  

  発行価額 １株につき 1,870円  

  発行価額の総額  471,240,000円  

  資本組入額 １株につき 1,160円  

  資本組入額の総額  292,320,000円  

  売出数 普通株式 148,000株  

  売出価格 １株につき 2,500円  

  売出価額の総額  370,000,000円  

  売出数 普通株式 60,000株  

  売出価格 １株につき 2,500円  

  売出価額の総額  150,000,000円  



⑤ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  
(注) イーラックス㈱は、平成17年７月１日に商号を㈱クオンツに変更しております。 

  

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額 

（千円) 

投資有価証券 
その他 
有価証券 

㈱クオンツ 1,000 110 

㈱ファルコバイオシステムズ 2,000 2,820 

小計 3,000 2,930 

計 3,000 2,930 



【有形固定資産等明細表】 

(注) 「当期増加額」及び「当期減少額」のうち主なものは次のとおりであります。 

  

資産の種類 
前期末残高
(千円) 

当期増加額 
(千円) 

当期減少額
(千円) 

当期末残高
(千円) 

当期末減価
償却累計額
又は償却 
累計額 
(千円) 

当期償却額 
(千円) 

差引当期末
残高 
(千円) 

有形固定資産      

 建物 785,780 32,811 21,067 797,525 234,168 43,565 563,357

 構築物 16,334 415 － 16,749 7,662 1,176 9,087

 機械及び装置 － 61,385 53,077 8,307 1,335 2,528 6,972

 車両運搬具 10,247 1,355 1,208 10,395 8,729 625 1,666

 工具器具及び備品 114,081 53,173 － 167,254 113,673 46,420 53,581

 土地 919,076 －        － 919,076 － － 919,076

 建設仮勘定 32,963 237,746 137,401 133,308 － － 133,308

有形固定資産計 1,878,484 386,887 212,754 2,052,618 365,568 94,316 1,687,050

無形固定資産      

 商標権 37,000 － － 37,000 4,316 3,700 32,683

 実用新案権 301 － － 301 271 60 30

 ソフトウェア 25,438 1,199 － 26,637 8,956 5,178 17,681

 電話加入権 1,176 － － 1,176 － － 1,176

無形固定資産計 63,917 1,199 － 65,116 13,544 8,939 51,571

長期前払費用 1,647 3,714 － 5,362 468 383 4,893

増加額 建物 本社工場内装設備 19,240千円 

  本社内装設備 10,536千円 

機械及び装置 成形、巻き取り装置 39,737千円 

工具器具及び備品 新規金型製作費 36,919千円 

建設仮勘定 本社工場設備未稼動分 82,080千円 

  新工場設備未稼動分 112,169千円 

減少額 機械及び装置 成形、巻き取り装置リースバック 51,884千円 



【社債明細表】 

(注) １．前期末残高及び当期末残高の（ ）内書は、各期末における１年以内の償還予定額であります。 

２．貸借対照表日後５年内における１年ごとの償還予定額は次のとおりであります。 

  

【借入金等明細表】 

(注) １．「平均利率」については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２．長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く)の貸借対照表日後５年内における返済予定額は以下のとおりであります。

  

  

  

銘柄 発行年月日 
前期末残高
(千円) 

当期末残高
(千円) 

利率
(％) 

担保 償還期限

第１回無担保社債 
平成15年 
６月25日 

70,000
（20,000） 

50,000
（20,000） 

0.41 無担保 
平成20年
６月25日 

第２回無担保社債 
平成15年 
12月10日 

130,000
（70,000） 

60,000
（60,000） 

0.60 無担保 
平成18年
12月８日 

合計 － 
200,000
（90,000） 

110,000
（80,000） 

－ － － 

１年以内 
(千円) 

１年超２年以内 
(千円) 

２年超３年以内
(千円) 

３年超４年以内
(千円) 

４年超５年以内 
(千円) 

80,000 20,000 10,000 － －

区分 
前期末残高 
(千円) 

当期末残高
(千円) 

平均利率
(％) 

返済期限 

短期借入金 100,000 500,000 1.15 － 

１年以内返済予定の長期借入金 129,588 85,588 2.17 － 

長期借入金(１年以内返済予定の
ものを除く) 

523,524 317,936 2.17 平成21年～平成29年

合計 753,112 903,524 － － 

１年超２年以内 
(千円) 

２年超３年以内
(千円) 

３年超４年以内
(千円) 

４年超５年以内 
(千円) 

83,588 77,438 31,224 17,844



【資本金等明細表】 

(注) 資本金及び既発行株式並びに株式払込剰余金の増加の原因は、次のとおりであります。 

(1) 平成17年10月１日付で株式１株につき10株の分割によるもの 

株式 1,215,000株 

(2) 新株予約権の行使 

株式 50,000株   資本金 18,750千円 資本準備金 18,750千円 

  

  

【引当金明細表】 

(注)  貸倒引当金の「当期減少額(その他)」は、一般債権に対する貸倒引当金の洗替えであります。 

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金(千円) 333,600 18,750 － 352,350

資本金のうち 
既発行株式 

普通株式 (株) (135,000) ( 1,265,000) (    －) ( 1,400,000)

普通株式 (千円) 333,600 18,750 － 352,350

計 (株) (135,000) ( 1,265,000) (    －) ( 1,400,000)

計 (千円) 333,600 18,750 － 352,350

資本準備金及び 
その他 
資本剰余金 

資本準備金     

 株式払込剰余金 (千円) 253,600 18,750 － 272,350

計 (千円) 253,600 18,750 － 272,350

利益準備金及び 
任意積立金 

利益準備金 (千円) 2,200 － － 2,200

任意積立金     

 別途積立金 (千円) 302,593 － － 302,593

計 (千円) 304,793 － － 304,793

区分 
前期末残高 
(千円) 

当期増加額
(千円) 

当期減少額
(目的使用) 
(千円) 

当期減少額
(その他) 
(千円) 

当期末残高 
(千円) 

貸倒引当金 2,174 1,814 20 2,049 1,919

賞与引当金 17,203 19,309 17,203 － 19,309



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

ａ 現金及び預金 

  

ｂ 受取手形 

イ 相手先別内訳 

  

ロ 期日別内訳 

区分 金額(千円)

現金 255 

預金   

当座預金 224,266 

普通預金 70,068 

定期預金 4,000 

別段預金 37,500 

預金計 335,835 

合計 336,091 

相手先 金額(千円)

新藤電子工業㈱ 133,728 

カシオマイクロニクス㈱ 64,979 

シャープタカヤ電子工業㈱ 43,077 

東和電気㈱ 4,476 

大洋薬品工業㈱ 702 

その他 4,965 

合計 251,929 

期日別 金額(千円)

平成18年４月 56,058 

５月 49,756 

６月 59,900 

７月 57,523 

８月 28,690 

合計 251,929 



ｃ 売掛金 

イ 相手先別内訳 

  

ロ 売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用していますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

  

ｄ 商品 

  

ｅ 製品 

  

相手先 金額(千円)

日立電線㈱ 69,662 

㈱エム・シー・エス 69,629 

長瀬産業㈱ 57,329 

SUMIKO ELECTRONICS 23,464 

シャープ㈱ 21,744 

その他 195,515 

合計 437,346 

期首残高(千円) 
  
(Ａ) 

当期発生高(千円)
  
(Ｂ) 

当期回収高(千円)
  
(Ｃ) 

当期末残高(千円)
  
(Ｄ) 

回収率(％)
  

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日) 
(Ａ)＋(Ｄ) 
２ 
(Ｂ) 
365 

316,156 3,160,783 3,039,592 437,346 87.4 43.5

区分 金額(千円)

半導体保護資材事業 － 

衛生検査器材事業 22,272 

合計 22,272 

区分 金額(千円)

半導体保護資材事業 66,424 

衛生検査器材事業 19,590 

合計 86,014 



ｆ 原材料 

  

ｇ 仕掛品 

  

  

ｈ 貯蔵品 

  

区分 金額(千円)

半導体保護資材事業 149,623 

衛生検査器材事業 24,930 

合計 174,554 

区分 金額(千円)

半導体保護資材事業 22,923 

衛生検査器材事業 9,588 

合計 32,511 

区分 金額(千円)

販促用品 2,478 

その他 466 

合計 2,944 



② 負債の部 

ａ 支払手形 

イ 相手先別内訳 

  

ロ 期日別内訳 

  

ｂ 買掛金 

  

相手先 金額(千円)

三井物産プラスチックス関西㈱ 115,219 

アジヤアルミ㈱ 84,454 

三菱商事プラスチック㈱ 75,706 

甲賀高分子㈱ 37,342 

旭化学工業㈱ 31,883 

その他 169,116 

合計 513,723 

期日 金額(千円)

平成18年４月 124,145 

５月 127,592 

６月 103,761 

７月 96,681 

８月 61,543 

合計 513,723 

相手先 金額(千円)

三井物産プラスチックス関西㈱ 29,294 

三菱商事プラスチック㈱ 24,456 

㈱中外 8,180 

アジヤアルミ㈱ 14,323 

旭化学工業㈱ 13,029 

その他 51,554 

合計 140,838 



ｃ 未払金 

  

  

 (3) 【その他】 

該当事項はありません。 

相手先 金額(千円)

甲賀高分子㈱ 31,752 

㈱おじま 23,360 

鹿島建設㈱ 17,682 

オーエム技研㈱ 15,750 

㈱ナンワ 15,651 

その他 53,621 

合計 157,817 



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

(注)  単元未満株式の買取手数料は当社株式が株式会社ジャスダック証券取引所に上場された日から「株式の売買の委託に係る手数

料相当額として別途定める金額」に変更しております。 

  

  

決算期 ３月31日 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 100株、1,000株、10,000株 

中間配当基準日 ９月30日 

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換え   

取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社  全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 500円 

単元未満株式の買取り   

取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社  全国各支店 

買取手数料 無料（注） 

公告掲載方法 

電子公告の方法により行います。但し、電子公告の方法によることができない事故その

他のやむを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載いたします。 

公告のホームページアドレスは（http://www.atect.co.jp/）といたします。 

株主に対する特典 なし 



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

該当事項はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1)  有価証券届出書及びその添付書類 

有償一般募集増資（ブックビルディング方式による募集）及び株式売出し（ブックビルディング方式による売出し） 

平成18年５月18日近畿財務局長に提出。 

(2)  有価証券届出書の訂正届出書 

(1)の有価証券届出書に係る訂正届出書であります。 

平成18年６月１日及び平成18年６月12日近畿財務局長に提出。 

  

  



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年５月１５日

株 式 会 社 ア テ ク ト 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社アテクトの

平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第３６期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、キャッシ

ュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社アテクトの

平成１７年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重

要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

会計方針の変更に記載されているとおり、会社は、当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該基準

により財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券届出書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 西 野 吉 隆 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 重 森 節 夫 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２７日

株 式 会 社 ア テ ク ト 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社アテクトの

平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第３７期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、キャッシ

ュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社アテクトの

平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重

要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 （重要な後発事象）に記載されているとおり、会社は平成１８年５月１８日及び平成１８年５月３１日開催の取締役会において

(１)公募による新株式発行、(２)引受人の買取引受による売出し、(３)オーバーアロットメントによる売出しに関する決議を行い、

(１)については同年６月１９日に払い込みを完了した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 西 野 吉 隆 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 重 森 節 夫 
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